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　4・2　環境と戦略との適合の補論

　　一成長企業の戦略についての補論

　前回の論文で，成長企業の戦略として（1）

成長製品を主力製品とする，（2）新製品の開

発，（3）製品構成の多角化の問題，（4）輸出

の割合，（5）合併による成長，の5つを問題

としたが，さらにこの点について若干をここ

に補う。

　これらの点について筆者の行なった実態調

査（昭和43年に行なった「組織と意思決定について

の調査」。8））によると，高成長企業と低成長企

業とが強調してきた戦略の間には第4。3表に

みるように次のような差がある。

第4・3表重点をおいてきた戦略（弔点をおいた企業のSi恰）

＼　　　　～　　　　～　　　　　へ　　　　　　～、．

昭 和　35 年　以　前 昭 和　36 年　以後
　　　　　一．@　　　　　．一．@　　　　　　　．．?@　目　　　　1～一＿ 高成長1 低成長 峰率の差の検定 高成長 階成長 1比率の差の検定

（1）　新　製　品　の　開　発 59．4％ 39．1％ 1．49 75．0％ 73．9％

（2）新しい国内市場の開発 46．9 17．4 2．27骨 34．4 21．7 1．02

（3）輸　　出　　促　　進 25．0 30．4

一
50．0 39．1 0．80

（4）　独創的な製品の開発 ，40．6 21．7 1．47 53．1 30．4 1．67昔

（5）　独創的な技術の開発 46．9 21．7 1．92勢 43．8 21．7 1．70契

（6）不利な製晶の排除 0 13．0 2、10暑 9．4 43．5 2．94幹鰹

（7）多　　　　角　　　　化 34．4 17．4 1．40 12．5 21．7 0．91

（8）　　専　　　　　　　　　FF】　　　　　　　　イヒ 3．1 13．0 1．39 6．3 21．7 1．69芳

（9）消費財のウエイトを増す 3．1 0 0．85 9．4 8．7

『（10）生産財のウエイトを増す 3．1 4．3

一
0 8．7 1．70菅

（注）　数字は企業の割合．調査の詳細にっいては（注8）を参照．差の検定は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
＊＊＊…有意水準0．1％以下，＊＊…1％以下，＊…5％以下，印のないものは偶然の差にすぎない危険率が5％以上．

Zの値のないのは，有意の差の有意水準5％以上のもの（偶然の差である確率が5％以上），

・一（P・－P2）／／ア（・一ア）（計毒）
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高成長企業の重点を
おいている戦略

新製品の開発

独創的な製品の開発

独創的な技術の開発

多角化（昭和35年まで）

新しい国内市場の開発

輸出

低成長企業の重点を
おいている戦略

新製品の開発

不利な製品の排除

多角化（昭和36年以降）

輸出

　この調査はほぼ前回述べたところと同じ結

論をもたらすが，若干不足のところを補う必

要がある。

　（1）新製品の開発

　新製品の開発は第4・3表にみるように，成

長企業が早くから重点をおいてぎた戦略であ

る。しかし低成長企業も後半の昭和36年以降

からは，高成長企業と同じように重点をおい

ている。これは経験と学習によって方針を変

更したものとみられる。しかしその成果は昭

和40年には出てきていないわけである。

　（2）独創的な製品と独創的な技術

　独創的な製品の開発と独創的な技術の開発

とは，今回の調査によっても強調さるべき戦

略であることが明らかである。新製品を開発

する場合にも，外国からの技術導入によるも

のであったり，また他社の模倣である場合に

は，強い競争力をもつことができない。高い

成長をするためには，旧製品も新製品も共に

強い競争力をもって，高い占有率を維持する

ことが必要である。このために独創的な製品

とそれを裏づける独創的な技術を開発するこ

とが必要となる。

　例えば武田薬品は強大な研究所をもって独

創的な技術に力を入れて，独自の製品をつく

り出して成長してきた。日立製作所もまた伝

統的に自主技術を重視して，国産技術の開発

につとめてきている。日本電気の電波設備に

っいての技術，石川島播磨の造船の技術，オ

リンパス光学のカメラや特殊顕微鏡の技術，

口本光学のカメラについての技術，などは世

界的にも高い水準であり，それに基づいて独

創的な製品を開発している。

　これに反して，低成長企業の日東紡績，日

本パルプ工業，日産化学，日本化薬，等々の

企業は独創的な製晶をもっていたとは言い難

い。

　もとより前記の高成長企業が，同時にまた

外国の技術を導入して，それによっても高い

成長をしてきたことは明らかである。これら

の企業は少なくとも技術の導入と，独自の技

術製品の開発との両者をやってきたといえる。

しかし低成長企業に比べれば，独創的な製品

や技術の開発に重点をおいてきたのである。

このことは技術研究の重視においても見るこ

とができる。高い成長をした企業は，技術研

究費の投入量が低い成長をした企業よりも高

い。筆者の調査によるとそれは第4・4表の

ようになっている。

第4・4表技術研究費（経常的な数字で設備投資

　　　　　を除く）の売上高に占める割合　（ヵ

　　　　　ッコ内は標準偏差）

昭和
30年～35年

36年～43年

高成長企業
　（32社）

2．2％
（1．40）

2．7％
（1．52）

低成長企業
　（23社）

1．5％
（0．73）

1．996
（1．12，

t検定

2．05’x

1．98＋
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（注）調査方法については（注8）を参照

　このように高成長企業は比較的高い比率の

研究費を投入している。

　経済同友会の昭和36年の調査の筆者にょる

分析も同じような結論をもたらしている。同

調査によると，昭和36年において高成長企業

46社の技術研究費の売上に占める割合は2．　60

％（σ　＝＝　1．　g4％）であるに反して，低成長企業

39社のそれは1．24％（σ＝O．93％），（差の’検定

＝1．90）である9）。

　さらに，高成長企業はこのような研究費の
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投入のほかに，独立の研究所，とくに基礎研

究のための研究所をもっている割合が多い。

これは第6・3表でみる通りであってそれほ

ど大きな差はないが，高成長企業のほうが基

礎研究所をもっている割合が大きい。高い成

長をした日立や東洋レーヨンが立派な基礎研

究所（中央研究所）をもっていることは周知の

事実である。高成長企業が第2表にみるよう

に市場占有率が高いのは，このような独創的

な製品と独創的な技術による強い競争力によ

るものであるといえる。

　（3）多角化と専門化

　多角化と専門化については，昭和35年以前

には，高成長企業は多角化の方針に重点をお

き，低成長企業はむしろ専門化に重点をおい

ている。昭和36年以降になると，低成長企業

で多角化に重点をおく企業の割合が増加して

いるが，それでも専門化に重点をおく企業と

の割合がほぼ等しい。つまり高成長企業に比

べると，相対的には専門化に重点がある。

　この点からみると，多角化は成長のために

必要な戦略であるようにみえる。しかしすで

に第4・1表（前号）でみたように，数字的

に分析してみる限りでは，高成長企業と低成

長企業との差はない。つまり多角化は成長の

ための必要条件であるが，十分条件ではな

いo

　（4）不利な製品の排除

　新製品の導入を一方で行ないながら，不利

な製品や，ライフサイクルの末期の製品を製

品構成から除外してゆく。これは過大な多角

化を避け，専門化の利点を追求してゆくため

に必要である。このことは高成長企業も行な

ったのであり，例えば東洋レーヨンがスフの

生産を中止し，他の製品に工場を切りかえた

ことは有名である。

　しかしこのことは，低成長企業のほうがよ

り一層重点をおいている。それは第4・3表

でみる通りである。この理由としては，低成

長企業は有利な新製品をもたず不利な低成長

製品をかかえていることが多いために，それ

を排除することによって他の相対的に有利な

製品に集中し，利益を増大しようとしたため

であると想像される。つまり低成長企業の戦

略は高成長企業のそれに比して消極的であ

る。しかも低成長企業の不利な製品の排除は

30年代の後半において，多角化の方針に変換

したときに一層重視されている。これは一方

で多角化を進めながら，他方で不利な製品を

排除することによって多種少量生産の弊害か

らまぬかれようとしているためであろう。

　（5）新市場の開発，とくに輸出

　高成長企業は新しい国内市場の開発に重点

をおいている。新しい国内市場には次のもの

が含まれるであろう。

　イ．新しい市場地域の開発。例えば関東の

生産者が関西や九州の市場を開発する。この

ために関西や九州に工場を新設する場合もあ

る。製紙会社，化学会社，大型機械の生産者

などにとって有利な戦略といえる。

　ロ．新しい顧客層の開発。これは旧製品の

売一ヒを増加するために行なわれる。例えば婦

人に対してビールのマーケットを開発したり，

男子用の化粧品を開発することなどがこれに

相当する。

　ハ．新しい用途の開発。旧製品の新しい用

途を開発する。例えば紙製の皿やコップを作

り，また紙製の牛乳箱を作って紙の用途をひ

ろげることなどがこれにあたる。

　二．新製品による新市場の開発。例えば積

水化学がプラスチックの容器を積極的に開発

し，その売上を大きくのばしたのがこれにあ

たる。以上のような新市場の開発を高成長企

業は積極的に行なってきた。新市場の開発は

手段として工場建設や，販売経路の強化や，販

売促進の強化や，製品の改良や，新製品の開

発に支えられることが必要であり，それらの
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方策の総合名詞とも言える。そのような手を

強力に打つことなくして，結果としての新市

場の開発は不可能であるからであろ。

　輸出は新市場の開発の一部である。第4・3

表にみるように，輸出の促進は低成長企業も

また行なっている。この点はすでに第4・1表

でみたところであった。低成長企業が輸出に

重点をおくのは，ライフ・サイクル末期の製

品をもっているために，国内市場ではあまり

見込みがなく売上がのびないので，やむなく

輸出に力を入れているものと考えられる。合

成繊維に手をつけることが遅かった繊維会社

の輸出のウエイトの重いのはこのためであ

る。輸出の増大は成長の必要条件であるかも

しれないが十分条件ではない。

　（6）　企業間の提携の強化

　成長企業は他の企業との提携の強化に力を

おいているlo）。他の企業との提携には水平的

な提携，系列化と，垂直的な提携，系列化が

ある。垂直的な提携，系列化には原材料，部品

メーカーに対する後向きのものと，加工メー

カーや販売店に対する前向きのものとある。

また，提携やグループの発生形態からみて，

親企業から多角化に伴って分化して独立した

が，依然として集団関係にあるものと，他の

企業が集団に入ってくるものとある。

　これらのいずれをも高成長企業は積極的に

行なってきた。例えば，日立製作所は日産グ

ループとの提携を強化し，とくに日産自動車

と相互購買を行なってぎたのは水平的な提携

である。

　垂直的な提携は水平的な提携よりも一層重

要である。原料や部品メーカーに対する集団

化としては，トヨタ自動車の協豊会，日産自

動車の宝会などがあげられる。これらの部品

メ＿ヵ一は，トヨタや日産の売上の増大に合

わせて設備能力を拡大して，その成長を可能

にした。またトヨタや日産はこれら部品メー

カーに対して，技術の指導，生産管理の指導，

設備の賃貸，資金の保証，などを行なって，部

品の品質の向上，納入の円滑化をはかってき

た。他の成長の遅い自動車会社ではこのよう

な部品メーカーの系列化を推進しなかった。

　前向きの提携，系列化は一層重要である。

そのもっともよい例は東洋レーヨンのプロダ

クション・チーム，セールス・チーム，小売

店のサークル，などであろう。いままでの繊

維会社は繊維原料だけを売りっぱなしで，そ

れから先どのように加工し，販売するかにつ

いて注意することが少なかった。この点アメ

リカ型であった。そして低成長の繊維各社は

このアメリカ型の販売方式をとった。これに

反して，東洋レーヨン，帝人は加工段階や販

売段階まで系列化し，提携化してゆくという

英国型をとった。

　今日ではこのような前向きの系列化につい

てはいろいろの問題があらわれてきた。それ

はこのような加工メーカーの技術が向上して，

もはや繊維会社の指導を必要としないように

なってきたこと，また消費者の欲求が多様化

して，それに応じて細かくサービスを提供し

てゆかねばならず，そのためには繊維メーカ

ーよりもむしろコンバーターの創意に待つこ

とが必要になってきたこと，とくに市場差別

化を進めてゆくためにはこのことが必要にな

る。さらに生産量が増大すると共にメーカー

の資金負担，管理の手数の負担が大きくなっ

てそれに耐えられなくなってきたこと，など

があげられる。しかし合成繊維が開発され，

飛躍的に発展した昭和30年代には，このよう

な系列化が大きく成長に貢献した。そして低

成長の繊維会社はこの点について大きな手を

打つことがなかった。

　前向きの提携，系列化でもっとも一般的で

あるのは販売経路の系列化である。その具体

例としては，日本石油の400の系列販売店，

資生堂の制度品の約1万のチェーン・ストア，

松下電器の販売店の系列化，トヨタや日産の

専属販売店，など多くをあげることができる。
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販売経路の系列化については，後にマーケテ

ィングにおいてさらに研究する。

　旧財閥の諸企業の間の提携による効果につ

いてはこの論文のできるまでに明らかにする

ことができなかった。

6．組　織　構　造

　組織構造を大きく4つの部分に分けること

ができる。

　（d）トップ・マネジメントまたは全般管理

層（全般経営層），＠革新的な計画のための計

画部門，㈲スタフ部門，〔→生産および販売

のライン部門，これらのうち，差異の少ない

スタフ部門を除いて研究することとする。

　6・1　トップ・マネジメント

　トップ・マネジメントとしては，会長，社

長，常務会，取締役会（商法上のものでない），

部長会議などをあげることができるが，これ

らのうちどれが実質的に最高方針を決定する

トップ・マネジメントであるか。

　昭和43年現在の調査によれば，長期的な基

本方針，長期経営計画，予算などの決定にお

いてもっとも重要な役割を果しているのは，

社長，常務会，および取締役会（合議体として

の）とである。わけても常務会制度の存在と

その運用とである。筆者の昭和37年頃の組織

図の直接的な観察によれば高成長24社のうち，

22社（92％）は常務会をもっている。これに

反して低成長の企業は13社中9社（6g％）し

か常務会をもっていない。

　しかし昭和35年の経済同友会の調査の分析

によれば，高成長22社のうち82％は常務会を

もっているに対して，低成長20社のうち90％

は常務会をもっており，むしろ低成長企業の

ほうが常務会をもっている割合が多い。

　そこで問題はむしろその運用にあり，どち

らが実質的な意思決定を行なっているか，と

いうことである。このことは同時に，最高の

意思決定（のうちの最終的決定）が社長単独で

なされるか，または集団的になされるか，と

いうことである。調査によれば第6・1表に

みるように，高成長企業のほうが集団的に意

思決定をしている企業の割合が多い。反対に

低成長企業は単独に意思決定をしている会社

の割合が多い。しかしこのことは昭和36年以

後には逆転しており，全体としてみて集団的

な意思決定の割合が増加している。

　集団的な意思決定が増加しているのは，ト

ップ・マネジメントの意思決定が次第に困難

なものになったからである。企業の経営が高

度化して複雑なものとなり，社長1人（また

は会長1人）の能力を超えるに至ったからであ

る。このようなことの認識は低成長企業のほ

うが一層強く認識するに至ったのであろう。

　一方において，意思決定にも，出されたア

イデアを単に消極的に評価し選択するという

受身の決定もあり，またもっと積極的に新し

い方針を打ち出しアイデアの方向づけを行な

い，具体的アイデアの評価，選択をするばか

りでなく，その実行を強力に推進するといっ

第6・1表 最高の意思決定は，全体としてみて，ある特定の人によつて単独で行なわれているか，そ
れとも常務会などで集団的に行なわれているか。

イ・昭　和　35年　以　前 ロ．昭　和　36年　以　後
、＼　　　＼　　　＼　　　　　＼

高成長32社1低頗23社比率の差の齪 敲長32社「低嚴23社睡の差の検定

L単　独　に

Q．集団的に

46．9％

T3．1

65．2％

R4．8

1．34

k34

21．9％

W4．4

4．3％

X5．7

1．83菅

P．33

（注）　数字は会kの割合．調査方法については（注8）を参照．
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た意思決定もある。そして会社の新しい事業

や大きな革新のアイデアの提出・決定・実行

においてもっとも強く推進力となったのはど

こであるかを調査したのが第6・2表であ

る。この調査によると，高成長企業も低成長

企業も社長が推進力として非常に重要な役割

を果している。このことは社長個人に人を得

ることが企業の成長にとって極めて重要であ

ることを示している。

　評価や選択には常務会などの集団が適して

いるであろうが，革新を推進するためには，

やはり個人の力が必要なのであろうか。それ

は革新的意思決定とその推進には大きな決断

と強いリーダーシップを必要とするからであ

ろうか。

　ここで問題は個人の革新を遂行する能力に

は大きな差異がある，ということである。もし

社長個人が非常にすぐれていれば大ぎな革新

が次々と行なわれ，しかも成功する（例一ブリ

ジストン）。しかし社長個人に能力がなく，しか

も社長個人に権限が集中していると，その企

業の革新は消極的にしか行なわれず（例一N

化学），または過度に積極的に行なわれる（例一

サンウェーブ，山陽特殊鋼，鐘紡など）。このた

めに評価選択ばかりでなく，革新の推進に

もトップ・マネジメント集団が望ましいもの

となる。このために革新の推進にも集団が増

しつつある。第6・2表はそのような傾向を

示している。つまり審議決定ばかりでなく，

革新の推進にもトップの集団が大きな役割を

果すようになり，社長個人に依存している企

業の割合が減少している。この傾向は低成長

企業にも高成長企業にも共にみられる傾向で

ある。

　革新の推進をする人が社長であるか，また

はトップの集団であるか，ということを企業

の成長の原因としてあげることは困難である。

第6・2表にみるように両者の間に差異はな

い。試みに若干の実例をあげてみる。

　個人の推進力の強い企業の実例としてはブ

リジストン（高成長），リコー（高成長），積水

化学（高成長）や日本化薬（低成長）をあげる

ことがでぎる。反対に英雄のいない会社，ト

ップ・マネジメント集団によって革新を推進

している会社として日立製作所（高成長），資

生堂（高成長），東洋高圧（低成長），ロ産化学

（低成長），をあげることができよう。結局，

社長個人の推進力か，常務会の推進力かを企

業の成長力の原因としてとりあげることは困

難である。

　要するに，高成長企業では最高の審議，決

定は集団的になされることが多いが，革新の

第6・2表 新しい事業や，大きな革新のアイデアの提出，決定，実行において，
になったのは誰か。

もっとも強く推進力

昭和35年以前 昭和36年以降
高成長32社 低成長23社

比率の差の検定
高成長
R2社
低成長
Q3社
比率の差の検定

1．取締役会　（商法上のもの） 0％ 0％

一
0％ 4．3％ 1．18

2．会　　　長 0 4．3 1．18 0 0

一3．社　　　長 53．1 56．5 43．8 26．1 1．35

4．常　務　会 25．0 13．0 1．10 40．6 39．1

5．取締役会（単なる合議体として） 9．4 13．0

一
6．3 13．0 0．85

6．部長会議 3．1 4．3

一
3．1 13．0 1．39

7．部長クラスの人 15．6 17．4

一
21．9 17．4

一8．課長クラスの人 6．3 4．3

一
9．4 8．7

一
（注）数字は企業の割合．差の有意の有意水準は5％以上．
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推進は社長個人によってなされることが多い。

しかし次第に審議，決定も集団的に，革新の

推進も集団によってなされる傾向が増大して

いる。かくしてトップ・マネジメントはチー

ムとしてすぐれた経営者の集団であることが

重要になってくる。

　トップ・マネジメントのチームの強化のた

めに常務会を2つに分けて，定例的意思決定

を行なうための常務会と，戦略的意思決定を

行なうための常務会とを分けている場合があ

る。この実例としては次のような例があげら

れる。

　オリンパス光学では，常務会は戦略的意思

決定を行ない，経営会議は定型的な業務の意

思決定を行なう。すなわち常務会は常務取締

役以上の役員で構成し，最高経営方針を決定

する。月2回開催し，長期，中期，短期の経

営計画に対し目標，方針を決定，指示し，そ

の方針にそった計画案を審議，決定する。

　経営会議は事業部長，部門長と常務取締役

以上の役員で構成し，業務執行上の重要事項

の報告，および承認を行なう決議機関であり，

毎週1回，定例的に開催する1D。

　6・2　計画体制の強化

　企業が成長するためには新製品の開発など

の革新をすることが必要であるが，その革新

のための情報の収集，計画の立案などは今の

仕事の意思決定，および実例と同じ性質のも

のではなく，著しく異なっている。そこで今

の成果を目的とする生産，販売部門と別に革

新のための計画部門をもつことが必要になる。

このために，（イ）スタフ部門，回定型的な活動部

門（またはライン部門，すなわち主として生産部

門，および販売部門，または事業部）のほかに，

㈲革新的な計画部門（企画部や研究所）などを

もつことが必要になる。

　しかもこのような革新的な計画のための組

織が定型的な活動部門とはっきりと分離して

いることが必要である。ラインの中に散在し
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ていたので日常活動のほうが優先してしまっ

て，革新的計画に重点がおかれない。それで

は「計画におけるグレシャムの法則」に従っ

てしまうおそれがあるからである。

　（1）　一般的企画室

　これは企画部，企画課，社長室などのよう

に総合計画をたてるための部門であり，定例

業務を行なわない点でライン部門と区別され，

また個別的な革新の計画をたてるものでない

点で他の計画部門と区別される。それはしば

しばジェネラル・スタフと称せられるが，計

画部門はスタフ部門ではない。スタフ部門は

他の部門を助力したり，専門的なサービスを

提供する部門である。しかし計画部門は他の

部門を助ける部門ではなく，独自の職務を遂

行する。それは3年後，5年後に大きな売上

や利益を生む事業を発見し，また新製品を開

発するための部門であり，むしろライン部門

に近い。

　一般的な企画室の職務は，（イ｝経済調査，業

界動向の調査，㈲報告資料の検討と経営分析，

㈲総合予算の編成，長期事業計画の立案，目

新規事業の企画立案，㈱組織，制度の立案と

管理，が主たるものである。しかし企画業務

が分化していない場合には，さらに，囚新製

品の開発計画の立案と推進，（ト）設備計画の立

案，例電子計算機の利用の計画，などを担当

する場合がある12）。

　調査によると，高成長企業の半分は昭和35

年以前から企画室（他の名称のものも含めて）

をもっており，昭和36年以後には大部分の高

成長企業は企画室をもっている。しかし低成

長企業もまた同じような状態にあり，両者の

間に差異はない。これらはこの高成長企業の

場合には計画業務が分化して，例えば新製品

開発部門や経済調査部門が別の部門になって

いるのに反して，低成長企業では必ずしも分

化していないためであると考えられる。昭和

36年以後には，低成長企業のほうが企画室を
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第6・3表計画部門の組織があるか

（イ）な@い1
1　　　　（・）あ　　る
@（a）昭和35年以前から　　　（b）昭和36年以降t

一．一

u轡轡 陸轟冨毫磨鷺紫凝1毫謄騨箋潔
　企画室（企画部，
@企画課，社長室）1．　などの総合計画の

@ための組織

@新製品を開発する
Q．ための専門の組織
i課単位以上のもの）

@応用研究および開3．発研究のための技

@術研究所

髫舞t霧ための

@経済調査，市場調
ｹ姦行なう専門の

i課単位以上のもの）

12．5％

R．1

R．1

P5．6

Q8．1

4．3％

P3．0

P3．0

Q6．1

R4．8

1．04

P．39

P．39

O．96

O．53

46．9％

U8．8

V8．1

U5．6

S0．6

47．8％

R9．1

U9．6

U0．9

R9．1

一
2
．
1
9
脚
0
．
7
1
一
一

87．5％

X6．9

X6．9

V5．0

V1．9

95．7％

W2．6

W2．6

U5．2

U0．9

1．04

P．82苦

P．82苦

O．79

O．86

（注）数字はもっている会社の割合．調査方法については（注8）を参照．

多くもっているのもこのためであると思われ

るQ

　（2）新製品を開発するための専門の組織

　これは新製品についてのアイデアを集め，

暫定的な評価を行ない，開発の決定をトップ・

マネジメントに求め，開発が決定したならば，

技術研究所，営業部，製造部などと協力して

新製品の開発の推進をはかる。もしタスク・

フォースが編成されるならば，そのタスク・

フォースをそのなかにもつことになる。

　調査によると，第6・3表でみるように，

高成長企業は高い割合で新製品開発のための

専門の組織をもっている。昭和35年までの前

半において，高成長企業の69％は新製品開発

のための組織をもっているのに，低成長企業

は39％しかそれをもっていない。このことは

すでにみたように，成長企業がその戦略にお

いて新製品の開発に重点をおき，また実際に

その売上に占める新製品の割合が大ぎいこと

（第4・1表参照）と相互に関連している。

　（3）技術研究所

　独創的な製品を生み，独創的な技術を生み，

また革新的な生産方法を発見するためには技

術研究所を強化し，大きな技術研究費を投入

することが必要になる。

　技術研究は基礎研究，応用研究，および開

発研究に分かれる。

　基礎研究は基本的な原理を発見するための

研究である。応用研究は基礎的原理を製品や

生産方法に応用するための研究である。例え

ば直接製鉄法の研究（鉄鉱石から銑鉄を経ない

で直接鋼鉄を生産するための研究），人工肉の研

究などがこれにあたる。開発研究は実用化研

究ともいわれ，主として製造原価を下げ，品

質を改良し，大量生産をするための方法の研

究である。

　調査によると第6・3表にみるように高い

成長をした企業は低成長の企業に比べて高い

割合で研究所をもっている。応用，開発の研

究所においても，基礎研究所においても，や

や高い割合を示している。しかしその差は
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小さいことも注意しよう。つまり，研究所を

もっているか否かについてはそれほど大きな

差はない。むしろその内容の差が重要であり，

どの程度充実しているかが問題である。これ

をみるためには技術研究費への支出が1つの

資料になる。そしてそれは第4・4表にみる

ように大きな差がある。つまり高成長企業は

単に研究所をもっているばかりでなく，それ

を充実し，大きな技術研究費を支出してい

る。

　6・3　組織の機動的な運用

　革新を行なうためには絶えず新しい製品を

開発したり，新しい事業をおこしたり，新し

い市場の開発をすることが必要になる。この

ような革新のための仕事は常に変わる。その

ために，計画部門の組織はこれを絶えず機動

的に運用することが必要になる。他方におい

て定型的な作業はその内容が変わらず，伺じ

仕事が繰り返される。そのために仕事の内容

や権限は明瞭に決め，標準化し，ある程度，

固定的な分業体系をつくることが必要になる。

しかしそのような定型的な作業の部門も，生

産方法や販売方法の改善に伴い，時々改善を

する。それによって定型的な作業の能率向上

や改善が行なわれる。改善の回数が多ければ

多いほど，組織構造の変化する頻度が高いこ

とになる。つまり革新や改善を行なうために

は，定型的な作業の部門といえども，組織の

頻繁な改訂を行ない，また規則や規定の定期

的な改訂を行なうことが必要になる。高成長

企業では，しばしば「朝令暮改はあたり前」

という原則をとっている。このようにして組

織の機動的な運用は，主として計画部門を中

心にして考えられるわけであるが，しかし，

これは同時に定型的な作業の部門や，スタフ

部門についてもあてはまることである。

　（1）課や係の廃止・統合による組織の流動化

　高い成長をした企業は，課や係の廃止・統

合による組織の流動化を比較的高い割合で行

なっている。すなわち第6・4表にみるよう

に，昭和35年以前においては，高い成長を

した企業の約37％はこれを行ない，また36年

第6・4表組織の機動的，弾力的運用は頻繁に行なうか。

　課や係の廃止・統
1．合による組織の流
　動化

尋聖撮角゜フ

　プロジェクト・マ
　ネージャー制の採
3．用（新しいプロジ
　ェクトを総括する
　人）

　兼任のプロジェク
4．ト・チーム制の採
　用（臨時の委員会）

5．組織の頻繁な改訂

　規則や規定の随時
6．もしくは定期的な
　縮小・改正

（イ）　あまりやらない

高成長　低成長比率の
32社　　23社　差の検定

21．9％

43．8

50．0

15．6

12．5

25．0

17．4％

65．2

60．9

13．0

34．8

36．　1

1．57

0．80

1．97x

1．12

（ロ）よく行なう
（a）昭和35年以前から

高成長　低成長比率の
32社　　23社　差の検定

（b）昭和36年以降

高成長　低成長比率の
32社　　23社　差の検定

37．5％

6．3

0

31．3

46．9

37．5

39．1％

0

0

30．4

39．1

34．　8

1．23

0．58

40．6％

43．8

46．9

50．0

43．8

37．5

56．5％

34．8

34．8

73．9

30．4

39．1

1．16

0．67

0．90

1．7sx

1．01

（注）数字は会社の割合．調査方法については（注8）を参照。
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以降においては78％の企業がこれを行なって

いる。しかし低成長企業もまた，ほぼ同じ割

合でそれを行なっているから，両者の間にこ

の点についての差異は少ない。

　定型的な作業の部門においては仕事がある

程度固定化しているので，課や係を決め，分

業の関係をはっきりすることが能率向上の上

に役に立つ。しかし計画部門においては仕事

の内容が流動的であり，したがって課や係を

つくり，仕事を固定化しようとすると，かえ

って能力と仕事と合致しなくなったり，また

仕事の繁閑に応じてひどい仕事の負担のアン

バランスを生じる。

　そこで課や係を廃止して，組織の中を目的

別の組織とし，タスク・フォースをたてまえ

とするようにする。そして新しい仕事がおこ

ると，そのためのチームを編成する。その仕

事が終ればチームは解散し，また別のタスク

・フォースが発生する。このように課や係の

代わりに仕事別の組織，つまリタスク・フォ

ースを原則とすることが計画部門には適して

いる。この場合に，いままでいた課長や係長

などは，主事，部長補佐，副長，参事，主

査，調査役，主任部員，部長代理，主任技

師，部長付，という名称のもとにグループ・

リーダ・一・一・となり，またはプロジェクト・チー

ムの長になる。それによって従来のセクショ

ナリズムを廃し，部長のもとにテーマごとに

チームをかえて，能率的，流動的に仕事を進i

めることができる。もとの課長や係長は管理

者であるよりも，自ら計画の立案に参加する。

このようなことは高い成長をした日本鉱業，

石川島播磨重工，東洋レーヨン，日立製作所，

東芝などで行なっていることである．

　一方，このような課や係の廃止は工場や営

業部門などのように仕事の内容が安定し，固

定化しているところにはむかないのであり，

上にあげた企業でも，ライン部門においては

このような課や係の廃止は行なっていない。

したがって，この運用は両者の間において使

い分けることが必要になる。

　スタフ部門においては，課や係の廃止・統

合はこれを行なうことができるし，またそれ

が有利である場合が多い。

　（2）専任のタスク・フォース

　専任のタスク・フォース（Task　Force）は専

任のプロジェクト・チーム（Project　Team）と

もいわれ，専任の目的別の組織であり，ある

プロジェクトの計画，または実施のためにつ

くられるbそしてその計画が完成すれば解散

をする。この点で前に述べた課や係の廃止・

統合による組織の流動化と非常に関係が深い。

しかしタスク・フォースはいままでの課や係

をそのままにして，別に独立にトップ・マネ

ジメントに直属したり，またば開発部門や研

究所の中につくられることもあるので，一応

課や係の廃止・統合とは別の組織の原理であ
る。

　調査によると，タスク・フォースの採用は

昭和36年以後におい非常に増加し，それ以前

にはあまりなかった。そして第6・4表にみ

るように，高い成長の企業は高い割合で専任

のタスク・フォース制を採用している。これ

は，高い成長をした企業は革新を行なうこと

が多いために，このような組織の原理を使う

ことが必要になったためであろうし，またそ

のようなタスク・フォース制を頻繁に採用す

ることによってイノヴェィションがよく行な

われた，とみることができる。

　非常に高い成長をしたソニーでは，組織全

体がタスク・フォース方式である，というふ

うにさえ述べている。つまり目的別に絶えず

組織が集合，分散を続ける，という考え方で

ある。しかし実際には，工場や営業部のよう

な定型的な仕事をしている部門では，組織は

固定的である。

（3）プロジェクト・マネージャー制の採用

プロジェクト・マネージャーは，ここでは
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新しいプロジェクトを総括する人であり，と

くにタスク・フォースがつくられる場合には，

そのタスク・フォースの長となるわけである

が，しかし専任のタスク・フォースがつくら

れないで，後に述べる兼任のプロジェクト・

チームがつくられる場合には，そのプロジェ

クト・チームの長になる人であり，また兼任

のプロジェクト・チームもつくられないで，

既存の研究所や営業部門や製造部門を利用し

て新しいプロジェクトを推進するときには，

全体の計画の進行を計画したり，調整したり，

推進をする人がこれにあたる。

　他方において企業の組織が機能別である場

合に，製品別に生産販売，および利益採算の

責任をもつプロダクト・マネージャーとも異

なっている。プロダクト・マネージャーは既

存の製品，既存の事業について製品別に統合

し，また利益採算を明らかにし，あたかも事

業部制をとったと同じような効果をもとうと

するところにその特色がある。しかし，プロ

ジェクト・マネージャーは新しい事業の計

画，立案，推進をするのであり，その点にお

いてプロダクト・マネージャーと異なってい

る。

　さてこのようなプロジェクト・マネージャ

ーを高い成長をした企業は第6・4表にみる

ように，高い割合で採用している。これによ

って新しい事業の計画，立案，推進が容易に

なることは言うまでもない。しかもこのよう

なプロジェクト・マネージャー制は，前にあ

げた項目と同じように，昭和35年以前にはほ

とんどみることができないで，昭和36年以降

において非常に増加している。このことは高

い成長をした企業についても，低い成長をし

た企業についても同様である。

　（4）兼任のプロジェクト・チームの採用

　これは臨時の委員会，ともいうことができ，

新しいプロジェクトを計画し，審議し，調整

するための委員会である。このような兼任の
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チーム，パート・タイムのチームは計画部門

が弱く，スタフと執行部門だけの企業の場

合に採る制度である。しかし，計画部門があ

る場合にも，計画部門の組織を固定的なもの

として，その所属をかえないで新しいプロジ

ェクトを推進する場合に，このような方式

が用いられる。例えば，研究所においても物

理，化学などの専門別の組織で研究所が編成

されている場合，目的別の組織は兼任のプロ

ジェクト・チームとして編成されるわけであ

る。

　調査によると，この制度は高い成長をした

企業も，低い成長の企業も，ほぼ同じ割合で

採用しており，両者の間にあまり差異はな

い。

　このシステムは委員会の一種であるが，目

的がせまく，はっきりしている点で他の委員

会と異なっている。しかし委員会と同じく専

任でなくパート・タイムであるために，仕事

の掘り下げが深くなく，とかく無責任な発言

に終るような欠点をもっている。しかし反面，

タスク・フォースに比べてチームのメンバー

の地位が安定している，という利点がある。

　（5）　組織の頻繁な改訂と規則や規定の定期的

　　　　な縮小・改正

　革新を行なって仕事の内容がかわると組織

をかえることが必要になってくる。また規則

や規定をかえることが必要になってくる。そ

こで非常に頻繁に仕事の内容がかわる場合に

は，前に述べたように課や係を廃止して，タス

ク・フォース・システムを原則とするようにな

る。しかし反面，定型的な仕事をする製造部

門や販売部門やスタフ部門では，やはり仕事

の内容や権限が明瞭であることが，分業の原

理に合することになる。そこで一応，固定的

な組織や規則をつくり，仕事の標準化を進め

ることが必要になる。しかし，そのような組

織や制度は往往にして目的に対する手段であ

ることを忘れ，それ自身の存在を主張しはじ
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める。いわゆる，組織や制度が1人歩きをは

じめるわけであり，そのために，いわゆる官

僚制的な組織の欠点がでてくる。しかもその

ような組織や制度の固定化は創造的な思考を

妨げ，新しい計画を考えだすことの支障にな

る。そこでイノヴェィションを盛んに行なう

企業は，自然と組織の頻繁な改訂や，規則や

規定の定期的な改正をすることが必要になっ

てくるばかりでなく，意識的にそのようなこ

とを行なって創造性を高めることに注意をす

る。つまり，必要にせまられて組織の改訂や

規則の改訂をするのではなく，積極的に組織

の改訂の必要を予測し，また積極的に不必要

な規則や規定の整理縮小を行なう。
F

　調査によると，第6・4表にみるように高い

成長をした企業はこのような組織の頻繁な改

訂や，規則や規定の縮小，改正をより多くの

割合で行なっている。それによって官僚制的

な組織の弊害を避け，仕事の変化に組織，制

度を合わせるばかりでなく，創造性を盛り上

げることに注意を払っている。

　6・4　事業部制の採用

　事業部制には製品別事業部制，地域別事業

部制，生産工程別の事業部制，などの区別が

あるが，ほとんど大部分の事業部制は製品別

の事業部制である。製品別の事業部制におい

淀は，ある製品の生産から販売まで包括的な

権限を委譲され，事業部長はその製品につい

て主場から営業所にいたるまで生産と販売に

ういての権限をもち，売上高を増大し，利益

をあげるためのあらゆる手を事業部長のもと

で考えていく。事業部に対しては売上高や，

利益率や，占有率や市場地位などについての

目標，また時には新製品の売上の割合の目標

などが与えられるが，それをいかに遂行する

かは事業部長に任される，という体制である。

それはちょうど小会社のように包括的に権限

を委譲されている制度である。

　事業部制に対立するものは営業部，製造部，

などの機能的な組織である。機能的な部門管

理組織においては，資材，製造，営業などの

機能に応じて，部門の組織化が行なわれる。

ところで，このような事業部制か，機能別組

織か，という問題は，主として生産と販売に

関する仕事の組織であり，それは定型的な作

業部門の組織の原理であるといえる。

　ところで，このような定型的な作業の組織

の原理と事業の成長とはどのような関係をも

っているか。しばしば，事業部制をとることに

よって包括的な権限の委譲が可能になり，そ

れによってトップ・マネジメントは現在の仕

事のオペレーションから解放されて，将来の

事業を考え，革新的な意思決定，戦略的な意

思決定により多くの時間とエネルギーを注ぐ

ことができる。したがって，事業部制をとる

ことによって革新が容易になる，と主張され

る。そしてそのような仮説は確かに事実であ

るが，調査によると第6・5表のように，高い

成長をした企業は早くから事業部制を採用し

ている。とくに昭和35年以前においてその差

ヵ曙しい。昭和36年以後においても高い成長

第6・5表 管理部門組織はどの型に属するか。

またそれが採用されたのはいつごろか。

1’．機能別組織

2．事業部制
3．，L両者の混合

（イ）　昭和35年ごろまで

高成長企剰低嚴企剰比率嗜齪

65．6％

12．5

6、3

73．9％

「0

21．？

0．66

1．76ce

1、6gee

（ロ）昭和36年以降

高成長企業低成長企剰比率の秀．

34．4％

37。5

31．3

39．1％

17．4

39．1

1．62’”

0．60

（注）数字は会社の割合，調査方法については（注8）を参照．
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をした企業は高い割合で事業部制を採用して

いる。昭和36年以後においては事業部制，お

よび機能別組織の混合の合計でみても，高い

成長をした企業のほうが，その採用の割合が

低成長企業よりもはるかに大ぎい。したがっ

て，事業部制の採用は企業の成長の1つの要

因になりうる，といえる。

　6・5　高成長企業の組織構造の変遷の実例

　　　一オリンパス光学

　第6・6表は高い成長をしたオリンパス光学

の組織構造の変遷を示している。当社はほぼ

2年毎に組織の再検討を行ない，やや頻繁に

組織の改正を行なっている。

　昭和34年頃には機能的な組織であったn

　昭和35年には，事業部制を採用し，また長

期計画専門委員会を設け，研究部門の強化を

行なっている。

第6・6表　オリンパス光学株式会社の組織の変遷

1）34年1月

会 長

社 長
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2）35年2月
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　昭和39年の改正では，トップ・マネジメント

を強化し，常務会を最高経営方針の決定機関

としている。経営会議は定例的な業務の，ま

たは執行的業務の決定機関である。これによ

って，かえって常務会が強化される。さらに，

研究部門に技術調査室ができて一層強化され

たほか，各事業部の管理部，設計部などの企

画部門が強化されている。ラインでは輸出部

門が強化された。

　以上のように，オリンパスの組織の変遷は，

トップ・マネジメントの強化と，計画体制の

強化の状態をよく示している。

7．　意思決定過程

　企業のなかでの意思決定は，これを意思決

定の主体によって，トップ・マネジメントの

意思決定，ミドル・マネジメントの意思決定，

現場の人々の意思決定に分けることができる。

これらの意思決定のなかで企業の成長を決め

るものは，なんといってもトップ・マネジメ

ントの意思決定であり，それが他の意思決定

の原因変数であると考えることができる。し

たがってここではトップ・マネジメントの意

思決定のみについて分析をする。

　高い成長をした企業のトップ階層の意思決
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定と，低い成長しかしない企業の意思決定と

ではどのような差があるであろうか。これを

目標設定についての意思決定の違いと，管理

決定についての意思決定の違いに分けて考慮

する。

　7・1　目標設定および戦略の決定において

　企業の目標は次のような体型をとる。

　企業の目的一長期的な目標方針　　基本

的な対外的戦略

　企業の目的とは企業にとって最終的な価値

をもつものであり，普通，企業の成長，安定，

公共責任の遂行，利益などがこれにあたる。

それらは企業に対する参加メンバーの欲求に

よって決まり，リーダーはそのような参加メ

ンバーの欲求を正しく企業の目的として取り

入れることが必要である。そしてメンバーの

考え方が変わり，その支配力が変われば，企

業の目的も変わりうる。したがって，企業の

目的でさえも時と共に変えることが必要にな

ってくる。

　長期的な目標は，具体的な売上高とか，資

本構成であるとか，あるいは配当の目標であ

るとか，あるいは総資本利益率などの数字で

はっきり表わされる長期的な目標の水準であ

り第1表および第2表でみられる項目がわが

国の多くの企業の考えている長期的な目標の

項目である。

　量的な水準ばかりでなく，企業の具体的な

方向を示すものとしてどのような事業を新し

く取り入れていくかとか，どのような会社の

イメージを形成していくかとか，あるいは消

費者にどのような考え方でサービスしていく

かとか，従業員に対してどのように仕事のや

りがいを与えていくか，等の考え方を示すも

のもある。このような長期的な目標は環境の

変化に対応して常に新しく考え直していくこ

とが必要であると同時に，積極的に高い水準

をかかげれば企業は成長し，また具体的な革

新が行なわれやすくなる。
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　戦略はこのような長期の目標，方針を遂行

するための手段となるものであり，具体的に

どのような新製品を開発するか，どのように

技術研究を進めていくか，どのように設備投

資を行なっていくか，等の考え方と水準とを

明らかにすることである。その項目について

はすでに第4章で研究したところである。

　さて，このような目標設定，とくに戦略の

決定を正しく行ない，環境変化に対してダイ

ナミックに企業を適応させていくためには，

どのような意思決定をすることが必要であろ

うか。

（1）　弾力的なものの見方

　高い成長をした企業のトップの意思決定過

程の違いの第1は，環境の認識において過去

の経験にとらわれないで，弾力的にものを見

るということである。環境には企業の参加メ

ンバー，消費者，等の人間の他に，さらに経

済的環境，技術的環境，社会的環境，自然的

環境，などがある。これらの環境の変化のテ

ンポの速いのが現在の特徴である。したがっ

て，環境の変化にとらわれないで見て，しか

も将来の見通しをもって今の目標を設定する，

という考え方が必要である。

　このような考え方は常に将来を予測する未

来思考的な考え方である。そしてそれに対立

するものは過去の実績にとらわれる，という

考え方であり，また過去のやり方をかえない

保守主義的なものの考え方である。

　低成長企業のトップはしばしば後向きであ

り，過去の自己の成功や経験を墨守して，新

しい変化をみない特性をもちがちである。保

守的な経営者はしばしば創業の精神を強調し

たり，その会社の伝統を強調したりしがちで

ある。

　これに反して，高い成長をした企業の経営

者は未来を予測して，今の決定をする，とい

う前向きであり，また他の経営者よりも常に

一歩先をみるものの見方をする。その点で
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「機をみるに敏」であるといえる。すなわち，

革新的な企業の経営者は外向的であり，絶え

ず新しいチャンスの探索をする。そして未来

の変化に対して感受性が強い。これに反して

低成長の企業の経営者は，未来を予測すると

しても，短期的な未来しかみない。そして未

来を予測する場合にも，実績からのフィード

・バックに基づいて予測することが多く，新

しい情報の組み合わせによって長期的な未来

を予測する，ということをやらない。その考

え方は，しばしば理想主義を排し，現実主義

的である，と自ら主張する。あるいは，その

見る対象も外向的ではなく，内向的であって，

外部の変化よりも，工場や営業所の内部の状

態により多くの関心をもつ。このような経営

者は外部の変化を視察することに興味をもつ

よりも，工場を視察したり，内部の報告によ

り多くの興味と関心とをもつことになる。

第ワ・1表長期経営計画をもつか（昭和35年）

＼＼＿圃長22社隊長・・社1比率雛定

ものの見方を前提にしており，低い成長しか

しなかった富士紡績，東洋紡などの経営者よ

りも未来思考的であった。また高い成長をし

たライオン歯磨や川崎製鉄や花王石鹸などの

経営者は，他の経営者よりも新しい角度から

ものをみ，一歩先をみる，というものの考え

方が強い。またソニーの経営者についてもそ

のことがいえる。

　これに反して，低成長企業の経営者は若干

の毛織物企業の経営者や，また明電舎や多く

の製糖会社にみるごとく，従来の仕事にとら

われ，新しいチャンスを探索することが少な

かったといえる。
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（注）　数字は会社の割合，

　　調査方法については（注10）を参照．

　このような違いの実証のために，長期経営

計画をもっているか，否かを調べることが参

考になる。第7・1表にみるように，高い成長

をした企業は高い割合で長期経営計画を実施

中である。長期経営計画は長期の将来を予測

し，そして新しい目標を設定し，新しい戦略

を練るための手段であり，原則として企業の

目標を新しく再検討するための手段である。

それによって経営者が弾力的にものをみるこ

とを可能にする。したがって，長期計画はト

ップ・マネジメントの意思決定のやり方をか

える効果をもつものである。また一般的な観

察によっても，高い成長をした東洋レーヨン

や帝国人絹の経営者の意思決定は，弾力的な
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　（2）　革新の意欲

　経営者が新しい製品の開発や，大きな設備

投資，など大きな変革に興味と関心とをも

ち，進歩に価値を感ずるかどうか。高い成長

をした企業の経営者は新しい事業に関心が強

く，常に新しい製品や，新しいマーケットを

開発しようと考える。すなわち，挑戦を好

み，保守に価値を感じない。これに反して，

低成長企業の経営者は進歩や革新に価値を感

ずるよりも，一歩一歩改善することで満足を

する。それは外部の制約を強く感じ，その制

約をかえていくよりも，制約の中でなしうる

ことしか考えない。そして新しい事業より

も，今の仕事を能率的に遂行していくことの

方により多くの関心がある。すなわち，従来

の事業により多くの価値を感じ，新しい事業

に少ない価値しか感じない。

　挑戦や新しい事業には危険を伴うわけであ

るが，革新的な企業の経営者はそのような失

敗や危険をも予測し，計算には入れるのであ

るが，しかし別にそれを恐れて安全だけを考

えるのではない。これに反して，低成長企業

の経営者は失敗を恐れ，安全に非常に大ぎな

価値をおく。

　低成長企業の経営者のなかには，事業の経

営よりも，それ以外の政治や趣味により多く
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の価値を感ずる場合がしばしばある。このよ

うなことは同族企業の場合に，とくに著しい。

すなわち，今まですでにもっている収入や資

産に満足して，政治により多くの関心をも

ち，企業の経営にそれほど関心をもたない。

また，いろいろの趣味に多くの価値をもち，

事業の経営にそれほど価値をもたない。この

ような経営者の場合には，今の仕事にもそれ

ほど関心をもたないばかりでなく，新しい事

業にはまったく関心をもたないことになる。

このような企業は，いつかは競争に敗れ，

倒れてしまうわけであるが，それまではそ

のような経営を存続することがでぎるであろ

う。

　高成長企業と低成長企業とのこの点におけ

る差異については，いくつかの実証をあげる

ことができる。第1に7。1表にみたように，

高い成長をした企業は長期計画をもっている

割合が多い。長期計画は革新に重点のある計

画であるから，長期計画をもつ企業のほうが

革新に意欲があるといえる。第2に，業績か

らみて高い成長をした企業は新製晶の割合が

多く，またそのたてる戦略は積極的，革新的

なものであることが多い。第3に，すでにみ

たようにその戦略からみて，新製品の開発

や，独創的な技術の開発，など革新的な戦略

に重点があるに反して，低成長企業の戦略の

重点は，不利な製品の排除や労使関係の改善，

など消極的・受身の事柄に重点がおかれてい

る。また実際に，いくつかの企業をみてみて

も，高成長をした川崎製鉄やブリジストンや

帝人の経営者，などは強い革新の意欲，新事

業への関心をもっているに反して，低い成長

しかしない紡績会社の経営者や，富士電機な

どの経営者は，むしろ企業の安定や堅実性に

その重点をおいているQ

　（3）情報やアイデアに耳を傾ける

　高い成長をした企業の経営者は，アイデァ

が豊富であり，沢山の代替案をあげて，その
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なかからもっとも良いものを選ぶ，というこ

とをしている。しかし，アイデアをあげると

いっても，現在のように企業の経営が高度化

し，沢山の情報を集め，また高い技術的な問

題を理解する能力をもつ必要があり，そのた

めにはスタフを使って情報を集め，計画部門

を使って情報収集を行なったり，また計画部

門やスタフに新しいアイデアを出させて自己

のアイデアを追加することが必要である。高

い成長をした企業の経営者は，そのために計

画部門や，一般的に部下の情報に耳を傾け，

また部下のアイデアを刺激し，興味をもって

それを聴く，という態度をもっている。企業

の外にあるアイデアについて関心の深いこと

も言うまでもない。しかも，そのようなアイ

デアの評価を，とらわれないで評価する。つ

まり結果を客観的に予測し，できるだけ正確

に予測しようとする。そしてそれを企業の評

価基準に照らして，客観的に評価をする。そ

れによって，正しいアイデアを選択しようと

する。

　これに反して，低い成長の企業の経営者は，

しばしば情報に対して無関心であり，また自

らのアイデアも少ない。新事業のアイデアよ

りも，むしろ部下の調整とか，あるいは人を

治めることに関心が強く，しばしば「よろし

くはからえ」式にやる場合が多い。すなわち，

アイデアマンであるよりも，むしろ部下をリ

ードする部隊長であることに興味をもつ場合

がある。

　また低成長企業の経営者は情報やアイデア

に基づいて計画をたてるのではなく，勘によ

ったり経験によってアイデアを提出する。し

かも数少ないアイデアにこだわって，他の代

替案をあげることが少ない。社長やトップの

アイデアは無批判に受け入れられ，ただそ

の実行だけが命ぜられ，推進される。低成長

企業の経営者はアイデアを生むために沢山の

情報を集めるよりも，過去の自己の経験に基

づいてアイデアを考える。つまり経験に強く
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頼って，新しい情報を集めることが少ない

し，また新しい情報に基づいて予測をするこ

とが少ない。さらに，そのアイデアは追随的

であり，人真似的である場合が多い。すなわ

ち，情報とアイデアを集める度合が少ないの

で，いきおい自己の経験に頼るか，あるいは

他社の実績を真似るよりほかなくなることが

多くなる。しかも情報が十分にないから，そ

のアイデアが正しいかどうかわからない。し

たがってその独断的なアイデアにこだわるこ

とになる。その企業に，部下が上を批判する

自由のない場合には，そのトップのアイデア

を無批判に受け入れて，実行せざるをえない

ことになる。かくて，低成長企業においては

部下の意見や情報に耳を傾けることがなく，

トップは戦略情報に不足する。そのためにア

イデアの結果を予測することが困難であり，

今までの実績や他社の実績をもって予測にか

えることが多い。したがって新しい計画につ

いてその評価を適確に行なうことがでぎない。

どうしてもトップの意向をもってその評価に

かえることが多くなる。

　情報が少ない企業がイノヴェィシ。ンを積

極的に行なおうとすると，それは冒険主義と

なって，しばしば倒産の原因となる。倒産企業

にみられる共通の特徴は，一方においては非

常に保守的，消極的であって，企業の成長率

が低いためにコストが高くなって倒産する，

というじり貧的なタイプがある。他方におい

て非常な冒険主義であって倒産する企業があ

る。このいずれかに分けることができる。

　冒険主義の場合には情報を十分に集めず，

代替案も沢山あげないで，その冒険の結果の

予測を十分にすることがない。非常に楽観的

であって，設備投資をすれば，あとから金が

ついてくるであろう，といった予測に基づい

て大きな設備投資を勇敢に行なう。しかし，そ

のような楽観的すぎる予測は事実となって実

現しないで，資金繰りがつかないで倒産する。

サンウェーブや，般若鉄工や，大王製紙，な
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どはこの冒険主義による倒産の実例に入る。

また過度の保守主義による倒産の実例は数え

あげることがでぎないくらい多いが，例えば，

繊維業におけるレーヨンのみをつくっていた

企業とか，また石炭会社とか，その他多くの

例をみることができる。

　トップ・マネジメントが情報やアイデアに

耳を傾けるか否かが停滞と成長の分岐点にな

る1つの実例として，リコーをあげることが

できる13）。リコーは市村社長のもとに経営を

行なってきた企業であるが，市村社長は当初，

非常にワンマンであって，自分自身はすぐれ

たアイデアを次々と出したわけであるが，し

かし部下の情報やアイデアに耳を傾けること

をしなかった。そのために一時会社を離れて

いる間に，リコーの経営は非常に悪化し，成

長率も下がり，倒産寸前にまでなった。この

ような悪い経営の状態を社長に報告するとそ

の責任を問われるので，内部のコミュニケイ

ションは非常にゆがめられ，悪い情報は隠さ

れ，いい情報のみが一ヒに出されるようになっ

た。つまり，下から上へのコミュニケイショ

ンは非常にゆがめられることになったし，ま

た十分に流れないことになった。このことが

企業の経営の悪化していることを表面に明ら

かに出さない結果をもたらし，そのために会

社の危機はますます増大することになった。

経営状態が悪くなったことに気づいた市村社

長は，ただちにリコーの経営に再びその関心

を戻し，その改善に着手した。そして彼がま

っ先にしたことは，下から上へのコミュニケ

イションを改善することであり，そのために

いくつかの委員会をつくって部下の情報やア

イデアを吸い上げることに努力をした。例え

ば，「合理化委員会」がつくられ，これは約

20数名で構成され，若い部課長によって構成

された。この委員会は組織の簡素化，不稼動

資産の処分，不採算部門の整理，などの消極

的合理化を当初審議し，のちには電子リコヒ゜

一の販売方式とか，販売網の整理などの積極
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的な合理化を検討した。この委員会について

重要なことは，このような委員会を通じて，

トップはミドル以下の意見に耳を傾け，また

ミドル以下は積極的にアイデアを出すような

体制をつくった，ということであった。それ

まではとかくトップは命令だけ，ミドルは従

うだけ，しかもその業績を正確に報告しない

ことが多かった。そのためにトップの意思決

定がわるく，不採算部門が放置されたり，ま

た成功する製品がでないことになった。

　さらに「経営委員会」においては，前にあ

げた合理化委員会とほぼ同じメンバーで，長

期計画などの前向ぎの戦略を審議することと

した。その他，部課長会議，本部長会議，な

どの合議体をつくり，前者は情報の連絡，調

整，後者は審議の機関とした。さらにまた，

いろいろなアイデアを集め，コミュニケイシ

。ンをよくするために次のような組織を時に

応じてつくった。

　プロジェクト・チーム……新製品の開発か

ら発売までを行なう。これはパート・タイム

の兼任者のチームであり，電子リコピーの発

売計画などに利用された。

　タスク・フォース……電子計算機の鎖孔タ

イプライターの開発などに利用され，フルタ

イムで，各種の専門の人がこのチームに従事

することになった。

　リック・チーム……これはリコー・イノヴ

ェィション・コミッティの略で，他社の青年

重役会に似る。入社5年ぐらいまでの人で構

成され，あらゆる改善案を出し，結論は常務

会に報告された。

　シーイング・チーム……課長クラス6，7人

で構成され，今の組織の現状の批判を中心と

する。組織を近代化するための組織である。

　このようにいくつかの委貝会やチームをつ

くって情報を集め，アイデアを集めるための

コミュニケイションの改善をはかった。そし

てこれらの他に，積極的に新製品を開発し，

また長期計画をつくって，それを全員に配布
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するなど，目標を明示することによってリコ

ーの経営は急速に改善され，もっとも有望な

会社とみなされるようになった。

　この点について他の実証として，筆者の行

なった新製品開発についての実態調査がある。

筆者が昭和42年に行なった製品計画につい

ての調査によれば，高い成長をした企業にお

いては，トップが積極的に新製品のアイデァ

を出している。すなわち，高い成長をした企

業30社のうち25％の企業が，成功をおさめた

新製品のアイデアはトップから出ている，と

答えているのに反して，低成長企業10社にお

いてはわずか8％の企業がトップから出てい

る，と答えているにすぎない。この分析は十

分な実証とは言い難いが，しかしこの問題に

ついての1つの手掛りを与えている，といえ

るであろう14㌔

　（4）危険を含む妥当なタイミングをもって

　　　決定を行なう

　高い成長をした企業は，低い成長をした企

業に比べて常に1歩先んずる決定を行なう。

新製品の開発においても，設備投資において

も，他の企業よりも1歩先んじて意思決定を

行なう。そして他の企業よりも先に決定を行

なうことは危険を伴うわけであるが，ただ単

に冒険的にそれを行なうのでなく，すでに述

べたように，情報を集め，最悪の場合も予測

し，危険を計算に入れた上で意思決定を行な

っている。すなわち，ある意味において細心

であり，ある意味において大胆な決定を行な

っている。それは遅すぎる決定でもなく，ま

た，まだ情報が十分にわからず，危険の推定，

最悪の場合の推定も困難であるほど早すぎる

決定でもなく，妥当なタイミングをもって意

思決定を行なっている15）。

　これに反して，低い成長しかしない企業に

おいては，決定が遅い。それは受動的であり，

追随的であり，前に述べたように，人真似的

であることが多く，設備投資の時期も遅い。

そのために低成長の企業が設備投資をして参
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入する頃には，その製品のライフ・サイクル

はすでに末期に近く，価格も値下がりし，過

剰生産におちいっている。これは危険を冒す

ことを恐れ，情報が十分すぎるほど集まって

からでないと決定をしない，いわゆる，石橋

をたたいてなおかつ渡らない式の決定である。

レーヨン会社や，低い成長をした紡績会社に

はそのような実例が多い。このような企業に

おいては危険を恐れ，あるいは最悪の場合だ

けに注意を集中し，最悪の場合の最小（マク

ス・ミン）で行動する。

　反対にまた情報を十分に集めないで冒険的

である企業は，時には決定がはやいこともあ

るが，必ずしも決定がはやいとはかぎらない。

冒険主義の経営者は情報を十分に集めないか

ら，妥当なタイミングにおいて決定すること

ができない。

　以上のことを実証するためには，新製品の

開発の時期と，市場占有率，および成長や利

益との関係を調べてみればわかる。そのいく

つかの例をあげることができる。

　ナイロン，およびテトロンの場合。ナイロ

ンは東洋レーヨンが，そしてテトロンは東洋

レーヨンと帝人がまっ先に技術導入を行ない，

まっ先に設備投資を行なっている．このため

に東洋レーヨンも帝人も非常に大きな成長と，

高い利益とを得ることができた。そして，は

るかに遅れて参入した東洋紡，鐘紡，その他

の各社はこれらの製品から大きな利益を得る

ことができなかった。

　トランジスタ。ラジオの場合。トランジス

タ・ラジオはまっ先にソニーが開発をして売

り出した。のちに他の多くの企業が追随して

いるが，しかし現在，ソニーのトランジスタ

・ラジオの市場占有率は29．5％であり，松下の

30，0％に次いで高く，東芝の15．6％よりも高

い（毎日市場調査による関東地区）。

　ハーフサイズ・カメラの場合。ハーフサイ

ズ・カメラはオリンパス光学がまっ先に開発

し売り出したのであるが，現在におけるバー

フサイズ・カメラの同社の占有率はもっとも

局い（カメラ全体では，キャノンが27．4％，オリ

ンパスは21．7％で第2位，ミノルタが14．9％）。ま

たこれによってオリンパス光学は大きな利益

を得ることができた。

　男性用化粧品の場合。男性用化粧品，とく

に整髪料についてはライオン歯磨がまっ先に

アメリカのブリストルマイヤーズと提携して

売り出した。のちに資生堂，その他の会社が

追随したが，現在同社のバイタリスの市場占

有率は41．9％であり，2位の資生堂のMG　5

の39．4％より高く，3位の柳屋アットレーの

9．3％よりはるかに高い占有率を示している。

　しかし以上のような実例に反して，もっと

も早く設備投資をする企業が必ずしも市場占

有率最大でない場合もある。とくに大企業の

場合，2番，3番の参入でありながら，その

研究能力や生産技術をいかして，先発メーカ

ーを追い抜いて1位になっている企業も少な

くない。テレビにおける日立や東芝の例がそ

れにあたるわけであり，山洋電気や松下電器

のほうが先にテレビの生産を開始しているに

かかわらず，現在，日立，東芝の占有率のほ

うが高い。しかしこのことは，日立や東芝の

意思決定が遅かった，ということを必ずしも

意味しない。これらの大企業は研究開発は早

くから進め，ただ市場参入の時期をうかがっ

ていたわけであり，実際の設備投資は先発で

はなかったけれども，開発についての意思決

定は決して遅かったわけではないのである。

しかもこの家庭電気器具のように，やや技術

や性能を売り物にする製品と異なり，食品や

化粧品のようにムード的な製品，心理的な動

機が強く作用する製品においては，最初に参

入してブランドを確立することが非常に有利

な市場戦略になるわけであり，したがって他

社よりも1歩先んじる態度，ある程度リスク

を予見しながら早いタイミングをもって意思

決定を行なう決定の仕方が，成長と停滞との

分かれ道になることが多い。
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　7・2動機づけにおいて

　管理決定は内部に対する決定である。それ

は戦略の決定が外部への働きかけである点と

異なっている。管理決定は（イ）組織構造を

つくり，（ロ）人や設備を充当し，（ハ）そこ

に働く人を動機づける，という3つの面をも

っている。このうち前の2者については研究

したので，ここでは動機づけについて研究す

る。

　さて，動機づけについての決定は，リーダ

ーシップについての決定ともいわれる。リー

ダーシップについては次の5つの型をみるこ

とができる。

　（イ）放任的リーダーシップ

　（ロ）専制的リーダーシップ

　（ハ）　官僚制的リーダーシップ

　（二）　官僚制的リーダーシップと参加的リ

　　　　ーダーシップとの混合

　（ホ）　創造的リーダーシップ

　放任的リーダーシップは目標も与えない，

指示も行なわない，実績もみないし，賞罰も

行なわない，という型である。稟議制度や，

年功序列型の人事は悪く運用するとこの型に

近い性質をもっている。しかし企業の経営で

自由放任的リーダーシップをとることはほと

んどできない。

　専制的リーダーシップは，いわゆるワンマ

ン的な体制であり，中小企業，および創業期

の企業に多くみられる。専制的リーダーシッ

プにおいては目標は明示されず，服従のみが

要求される。「よらしむべし，知らしむべか

らず」，というのがこのリーダーシップの特

性である。賞罰はきびしく，それに基づくコ

ミュニケイションの阻害を補うために，しば

しば私的スパイが使われる（フォードー世，日

本のK社など）。イエス・マンがトップを取り

巻くことが多い。

　専制的リーダーシップはトップ・マネジメ

ントが1人か，または複数か，ということと

関係があるが，同じではない。トップ。マネ

ジメントの数が1人でも，標準化を進めて官

僚制的リーダーシップをとることもあるし，

また創造的リーダーシップをとることもあ

る。

　専制的リーダーシップに近いリーダーシッ

プの型で高い成長をした企業としては，鐘紡，

リコー，川崎製鉄，大洋漁業などをあげるこ

とができる。しかしこれらの企業では，仕事

については定型的に標準化をも進めているか

ら，純粋の専制主義ではない，がどのリーダ

ーシップの型に一層近いか，ということから

上記のようにいえよう。しかし現在では鐘紡

もリコーもリーダーシップの型をかえ，むし

ろ参加的なリーダーシップや創造的リーダー

シップに近いものにかわっている。

　専制的リーダーシップは成長のために効果

のあるリーダーシップの型であるということ

はできない。高成長企業はむしろ，日立や東

洋レーヨンのように専制的でないリーダーシ

ップ，集団的決定によって高い成長をしたも

のが多い。このことはのちに実証するところ

である。また専制的リーダーシップをとった

企業が集団的決定に多く切りかえているとこ

ろをみると，専制的リーダーシップは長く存

続することが困難であることがわかる。さら

に倒産企業のリーダーシップが専制的である

ことが非常に多い。例えば大王製紙，般若鉄

工，山陽特殊鋼などは，みな専制的リーダー

シップであった。リコーが倒産しかけたのも

そのためであった。

　さて，企業が大きな組織体になるにしたが

って制度化を進め，規則や規定の体系を整え，

標準化を行なって，いわゆる科学的管理法を

導入し，官僚制的なリーダーシップをとるに

至る16）。ところが標準化が進められ，規則や

規定が整備されると，それが人々を固定化し，

行動を定型化して人々の創造性を失わせてし

まう。また規則や制度が手段であることを忘

れて，1人歩きを始めて，革新の障害とな

る。
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〆　　　官僚制的なリーダーシップの特徴は，標準

　　化を進める，ということである。人々には目

　　標を与えるが，その達成の方法について規則

　　や規定が明確に決められる。その意味で非人

　　格的リーダーシップともいいうる。

　　　規則に対しては服従が要求される。その設

　　定は参加によるよりも，スタフの専門的知識

　　による。テーラー（F．Tayl・r）が計画と作業と

　　の分離を主張する17）のがこれにあたる。実施

　　について説明したり，意見を求めることはあ

　　っても，ニュー・アイデアを歓迎するという

　　ことはないo

　　　規則に対して逸脱を許すことは少ない。無

　　欠点運動（ゼロ・デフエクトZero　Defect）が

　　この制度の特徴である。そして標準に対する

　　実績ではっきりした評価を行ない，それによ

　　って賞罰を行なう。失敗の自由という考え方

　　はこのリーダーシップのなかにはない。いわ

　　ゆる組織人，協調的な人間がこの制度のもと

　　で生まれる。人間関係や協調性が強調され，

　　創造性や創造的な非同調性といったことは問

　　題にされない。

　　　以上が企業における官僚制的リーダーシッ

　　プの特性であるが，このようなリーダーシッ

　　プは，定型的な活動部門には適するが，計画

　　部門には適さない。なぜならば，研究所や企

　　画部では能率よりも創造性が必要とされてい

　　るからである。標準化は創造性を失わせる。

　　計画部門では標準化よりも目標を示して，ニ

　　ュー・アイデアを歓迎することが必要であり，

　　短期の業績よりも長期の業績によって評価し，

　　失敗に対して寛大であることが必要である。

　　　さらに官僚制的リーダーシップは，定型的

　　活動部門の能率向上の上からも問題を生ずる。

　　人間関係論は官僚制的組織のなかにおけるイ

　　ンフォーマルなグループの協力と抵抗の実態

　　を明らかにした18）。また従業員の欲求の多様

　　化に伴って，決定への参加が強調されはじめ

　　た。リッカート（L．Lickert）の参加的リーダ

　　ーシップやマグレガー（D．McGregor）のY理
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論は，官僚制的リーダーシップの欠点を除き，

生産性を上げるためには各職場において決定

への従業員の参加を求めることが必要である

ことを強調する19）。マグレガーは専制的リー

ダーシップ，および官僚制的リーダーシップ

をX理論と呼んで排撃する。このような参加

的リーダーシップは，リッカートの場合にも，

マグレガーの場合にも定型的活動部門におけ

る能率の向上が問題とされているのであり，

計画部門のリーダーシップを問題としている

のでなく，またそれには適さないことを注意

すべきである。

　参加的リーダーシップはまた官僚制的り一

ダーシップにとって代わることはできない。

例えば晶質管理について統計的品質管理の技

法を教えないで，ただ品質管理について参加

を求めても，なんら近代的な管理をすること

ができない。作業の改善も参加のみに頼って

いたのでは，テーラー以前のシステムにもど

ってしまう。各部門に関連ある生産計画も同

様であって，生産計画を単純な参加によって

たてることは困難である。むしろスタフ部門

によってリニアー・プログラミングの手法や

シミュレイションを使ってたてられる。

　参加的リーダーシップは官僚制的なシステ

ムと組み合わせ，システムの実施や改善につ

いて意見を求めることによってその効果を発

揮しうる。すなわち，官僚制的リーダーシッ

プと参加的リーダーシップとの組み合わせが

能率を上げるために多くの企業がとりつつあ

るリーダーシップの型である。

“さて，計画部門については，官僚制的リー

ダーシップは適さないことはすでに述べた。

計画部門では生産性よりも創造性が重要であ

り，そこでは創造性を盛り上げるために創造

的なリーダーシップをとることが必要である。

計画部門を規則や規定で縛ることはできない。

むしろ服従よりも，自由にニュー・アィデァ

を歓迎することが必要である。また短期的な

業績を強調すると，事なかれ主義になって創
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造性が失われる。むしろ長期的な成果により

評価し，失敗に対して寛大であることが必要

である。企業が大きくなるほど規則，標準，

慣習が複雑にできて，組織が硬直化してくる

から，意識的にこの点を改善することが企業

の成長のために必要となる。

第7・2図　リーダーシップの型の使いわけ
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　結局リーダーシップを使いわけて第7・2図

に示すように，革新的計画部門には創造的リ

ーダーシップを，定型的活動部門には官僚制

的リーダーシップに参加的リーダーシップを

加味したものを用いることが必要になる。官

僚制的リーダーシップを計画部門に適用する

と創造性が失われ，創造的リーダーシップを

定型的活動部門に適用すると生産性が上がら

ないからである。

　では創造的リーダーシップとはどのような

特性をもっており，またそれは実際に企業の

成長要因としてどのように作用しているか。

　1．　目標の明示と適切な情報伝達

　組織の創造性を高めるためには目標を明示

することが必要である。企業がどの方向にい

こうとしており，なにを必要としているかを

明らかにする。それによってどんな情報が必

要であり，どんなアイデアが必要とされてい
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るかが明らかになる。戦略情報や革新につい

てのアイデアは無限にあるから，目標が明示

されないと正しい情報も集められず，アイデ

アも出てこない。例えば研究所では企業の目

標と，それに基づく研究テーマがはっきりと

決められることが研究の成果を上げるうえに

必要である。そうでないと研究者の個人的興

味のみによって研究を進めてしまう。調査も

また同様で，企業の目標や問題がはっきりし

ないと，調査マンが役に立たない資料をただ

集めるだけとなり，そのために調査部門の評

価も下がり，すぐれた人が集まらない。調査

内容はますます低下するという悪状態を生ず

る。

　目標，方針には次のような種類のものがあ

る。

基本的目標・＿
方針

講鈴L瀬難鐸
噸的方針⊥耀゜手続廃輔覇翻

　基本的目標，方針は企業の最終的な価値基

準を示すものであり，成長，安定，公共責任，

利益などの諸項目のどれにどのようなウエイ

トをおいているかを示すものである。これら

は，社是・社訓として明示されたり，または

社長などの説話や年頭の話などで表現される。

また明らかに表現されない場合もある。

　長期計画の目標は，上の基本的目標，方針

を具体化するものであって，売上高や製品構

成，占有率，総資本利益率，などで明確に示

される。また長期計画の方針はどのような製

品に力を入れ，どのような方向の新製品を開

発するか，などを明らかにするためのもので

ある。

　これを受けて，年度の短期計画の目標，方

針が決められる。それは予算編成方針とも称

せられる。また長期計画の方針をうけて個別

計画の方針が決められる。それには研究開発
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第ワ・3表　目標や方針の明示

＼

’＼
1．社是，社訓などは

2．長期的な目標方針は

3・年度の目標方針は

4．規則や規定としては

（イ）　明示していない
（ロ）明示している

（a）昭和35年以前から 〔b｝昭和36年以降

1響陛繋膀『雛蒐繋陽繋傍碧差竜細極繋｝砦『縫

28．1％

9．4

3．1

40．6

52．2％

13，0

8．7

34．8

1．81ee

0．90

53．1％

28．1

53．1

43．8

26．1％

4．3

26．1

39．1

2．ooee

2．26”

2．OO，e

68．8％

90．6

96．9

59．4

47．8％

82．6

87．0

60．9

1．　57

0．88

1．39

（注）数字は会社の割合であり，調査の方法については（注8）を参照．

の方針や設備投資の方針などが含まれる。こ

のような長期計画の方針の系列に属するもの

は計画方針とよびうる。それは主として1回

限りの決定を規定する。

　定例的な方針は，定型的な活動を規定する

ものであり，人事についての方針や資材の調

達についての方針などがこれにあたる。それ

を受けて，さらに活動を細かく規定し，最善

の方法（One　Best　Method）で活動が行なわれ

るために規則や標準が決められる。これらは

定型的な活動を規律するものとなる。

　さて，このような目標，方針のうち，計画

方針の明示は創造的リーダーシップの第1の

要件である。

　目標，方針の明示と成長との関係はどうで

あったか。これを調査したのが第7・3表であ

って，高成長企業と低成長企業との間には相

当にはっきりした差がある。

　高成長企業は社是・社訓などにより企業の

基本目標，基本方針を明示している。昭和35

年以前では52％の企業が，36年以後では約69

％の企業がそれを明示している。これによっ

て価値基準が明確になる。また計画方針がた

てやすくなる。

　長期的な目標，方針についても高成長企業

はその明示を行なっている。とくに昭和35年

以前より明示している企業の割合が多い。低

成長企業も昭和36年以後には明示している企

業の割合が多くなった。しかし昭和35年以前
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にはほとんど明示していない。

　別の調査として経済同友会の昭和35年にお

ける調査も同様の傾向を示している。すなわ

ち長期計画はそれを作成してミドル以上に伝

えれば長期的目標，方針を明確にする効果を

もつわけである。したがって長期計画の作成

は長期的な目標，方針の明示の前提になる。

調査によれば，高い成長をした企業は早くか

ら長期計画を実施していた。すなわち第7・1表

に見るように昭和35年現在において高成長

22社のうち72．　7％が長期計画を実施中である

に反して，低成長では20社のうち，35．0％が

それを実施中であるにすぎない。

　この調査の結果も第7・3表と同様に長期的

な目標，方針の明示が成長企業の特性であっ

たことを示している。

　年度の目標，方針の明示についても，ほぼ

同様のことがいえる。高成長企業は早くから

年度の目標，方針を明示している。年度の目

標，方針の明示は革新的計画のためにも，ま

た定型的活動の能率向上のためにも，共に重

要である。

　一方において，規則や規定による定例的方

針の明確化については，両者の問に差異はな

い。つまり定例的な活動の能率の向上，その

ための定例的方針の明確化は低成長企業もま

た，これを行なっている。

　目標，方針の明示という点で劇的な改善を

行なった例として，再びリコーの例があげら
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れる。同社はすでに述べたように市村社長の

もとに高い成長をしたのであるが，専制的な

リーダーシップのために，昭和40年頃には大

きな赤字経営におちいった。そこで市村社長

は戦略の変更と，リーダーシップの大ぎな変

革を行なった。その1つとして目標を明示す

ることを重視し，そのために中期経営計画を

公式につくり，その要約を全員に配布した。こ

の方法は，他の諸施策と相侯ってリコーの業

績を立ち直らせるうえに大きな効果があった。

　2．新しいアイデアを歓迎する

　創造性を盛り上げるためには，新しいアイ

デアを歓迎することが必要である。高い成長

をした企業は，単に研究や調査の部門をつく

るばかりでなく，新しいアイデアを自由にイ

ンフォーマルに出しうる空気をもっている。

このことが創造性を盛り上げるために必要で

ある。

　ここで注意すべぎことは，革新についての

アイデアを生むためには，専門家の情報収集

と，調査，研究のための長期の努力を要する

ということである。新製晶のアイデアの源泉

を調べてみると20），高い成長をした企業の新

製品のアイデアは，トップ，研究所，製造技

術部門，営業部門，などの専門的情報をもち，

アイデアを出すことを任務としている部門か

ら成功したアイデアが出されており，一般従

業員やセールスマンなどから出されたアイデ

アで成功したものは少ない。したがってアイ

デアを求める場合にも，このような専門家の

アイデアを盛り上げることが必要である。定

型的活動部門から画期的なアイデアを求める

ことは困難である。

　新しいアイデアが計画部門に生まれてもそ

れを歓迎し，積極的に求め，評価し，具体化

を推進iしなければ実際の革新に結びつかな

い。そこでアイデアを提案する側もそのアイ

デアを売り込む努力が必要であろう。アイデ

アが単にアイデアに終ってしまうことを避け
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るためには，そのアイデアに対する反対を予

測して，それに対する準備をするとか，アイ

デアをできるだけ具体的なものとして提案す

るとかの考慮が必要となろう。レビット

（Levitt）ぱアイデアの売り込みのために次の

2つの条件をとくに強調する21）。（イ）　アイ

デアを受け取る立場の理解。新しい革新的な

アイデアは今の仕事をますます複雑困難にす

る。また経営者のなかには変化を好まないも

のがある。そこで上にアイデアを伝えるとぎ

には，できるだけ具体的に投資や支出の必要

額，予想される利益や，他の効果などを明ら

かにすべきである。（ロ）　アイデアの複雑さ。

アイデアの複雑さに応じてそれを具体化して

提案する。複雑でないものはラフなアイデア

でも，そのまま実行案になる可能性をもって

いるが，複雑なアイデアはそれを具体化して

提案しないと，評価も難しく，実行案にもな

らない。

　以上のような提案についての改善よりも一

層重要であるのは，トップのアイデアに対す

る態度である。上のレビットの主張では上役

は一般的に新アイデアを歓迎しないといって

いる。一般的にいって，上層部が新しいアイ

デアを歓迎しない理由としては次の諸点があ

げられる。

　自己の成功の経験から，自己の力を過信し

て，部下の新しいアイデアをすぐに批判し，

とりあげようとしない。これは中小企業や専

制的リーダーシップの企業に多くみられる。

このときは計画部門はあっても，それはトッ

プのアイデアを具体化するだけのことしかや

らない。

　今の仕事に多忙であって，日常的な仕事に

興味をもつ。このために革新的なアイデアに

興味をもたず，また負担が重くなることを好

まない。日常的な仕事は権限の委譲をして，

革新的なアイデアの発案，収集と評価こそト

ップの仕事であることを理解しない。

　自己の利益に反する新しい事業が，自己
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第7・4表 新しいアイデアに対する上位の管理者の態度

「全体としてみて，上位の管理者は下からのアイデアに強い関心をもっていたか」

（イ）あまりもたない
（ロ）非常に関心をもつ

〈a）昭和35年頃以前 （b｝昭和36年頃以降

蝋32躯厳23社比率脇高成長32社低成長23社【比率脇高成長32社【低成長23社糠率の穐

…％126・・％1　…5判・9・・％…矧・・45・＊i・8・・％1・6・・％｝ 0．94

（注）数字は会社の割合．調査方法については（注8）を参照．

のいままでの能力と非常に違った能力を必要

とするために，新事業を採用することによっ

て自己の地位を不安にする。石炭会社のトッ

プが鉱山以外の業種への進出に消極的であっ

たり，また化繊会社の技術関係のトップが繊

維以外のプラスチックや化学への進出に消極

的であるのがこれにあたる。またトップがト

ップ以外の部門の反対や抵抗を恐れて，新ア

イデアを採用しない場合がある。組織内での

摩擦を恐れて採用し．ないわけである。例えば，

工場閉鎖について工場長や労働組合の反対を

恐れるのがこれにあたる。

　以上のような理由のために，トップが新ア

イデアに興味を示さない場合には，新しいア

イデアは出されないし，また展開されない。

バウアーもアメリカの企業の実態調査に基づ

いてほぼ同じことをいっている22）。

　新しいアイデアを歓迎する態度について高

い成長をした企業と低い成長をした企業と

の間にどのような差があるかを調べたのが第

7・4表である。これによると，高成長企業は

低成長企業に比べて，上位の管理者は下から

のアイデアについて強い関心をもっている。

まず消極的に下からのアfデアに関心がない

状態を調べてみると，低成長企業にはそのよ

うな状態にある企業の割合が多い。さらに積

極的に下からのアイデアに非常に関心をもつ

状態を調べてみると，高成長企業はそのよう

な状態にある企業の割合が多い。とくに昭和

35年以前においてそうである。

　この調査では計画部門のみならず，すべて
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の部門についての状態について答えられてい

るから，その点に限界があろう。しかし一般

的な傾向はこれによって知ることができる。

　つまり定型的活動部門においても参加的リ

ーダーシップが強調されてきている。それに

ょって改善のアイデア（革新のアイデアではな

い）を求めることができるし，またモラール

を高めて生産性（創造性ではない）を高めるこ

とがでぎる。そしてこの調査はこの参加的リ

ーダーシップをとっているか否か，という状

態についても答えているとみることができ

る。

　さて，革新についてのアイデアを歓迎する

ためには，その制度化を行なうことも必要に

なる。その手段として（イ）長期経営計画を

たてる。（ロ）定期的に提案を集めてそれを

整理し，評価する。そしてこのことを専門に

行なうセンターをつくる。企画室や社長室が

そのセンターとなる。（ハ）とくに新製品に

ついては開発課，新製品開発本部，未来事業

部，新製品開発委員会，などを設けて，アイ

デアの収集，評価，トップへの提案，などの

評価研究，その展開の計画と推進などを行な

う。高い成長をした企業はこのような制度化

を進めている。このことは，すでにいくつか

の表で説明したところである。

3．失敗の自由と信賞必罰

　新しいアイデアはその結果を予測し難い。

そのために失敗が多い。また新しいアイデア

に基づく革新にも失敗は多い。失敗とは企業
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の目的に反する結果の起ることである。そし

て失敗そのものは決して望ましいものではな

いが，失敗の責任をきびしく追求すると革新

を行なう者がなくなる。人々は事なかれ主義

になって新しいアイデアを出さなくなるし，

またその実行を積極的に行なわない。規則や

組織のみのにかくれて責任回避のみを行なっ

ている組織になる。革新を行なうためには，一

方で危険をできるだけ予測し，計算された危

険を冒してゆくと共に，失敗に終った場合に

もそれに対して寛大であることが必要である。

　このことは業績を評価するに当って短期の

成果よりも長期の成果によって行なうことを

意味する、一時的な失敗は企業にとって一時

的な損失となるが，長期的に大きな成果を上

げるためには一時的な損失は止むを得ない。

革新的な企業ではこのような失敗の損失に対

して耐えるだけの余力を持つと同時に，長期

的にはそれによって大きな成果を上げること

ができる。

　失敗をわけて，善意の失敗と，不正行為や

怠慢による失敗とがある。

　失敗の自由とは，不正行為や怠慢による失

敗まで見のがすことではない。この点では高

成長企業でも低成長企業でも変りはない。調

果の結果は，第7・5表にみるようであって，

両者をはっきりと分けており，この点では高

成長企業も低成長企業もあまり差はない。

　さて善意の失敗は強くとがめない。とくに

計画部門ではそれについて寛大であるのが高

成長企業の特色である。松下電器や日立製作

所などでは「失敗の自由」という言葉は頻繁

に使われる。

　第ワ・5表善意の失敗と不正行為や怠慢によ

　　　　　　る失敗とを分けて考えるか

庸＼＼1高成長32社低成長23社1比率雰養定

イ　分けない

ロ　分ける

6．3％

90．6％

4．3％

95．7％ 0．72

（注）　数字は会社の割合．

　　調査方法にっいては（注8）を参照．

　また事実，ソニーのように独創的な技術で

先鞭をつける企業には失敗も多い。例えばト

ランジスター・テレビの初期の中型のものは

必ずしも成功とはいえなかった。小型化して

はじめてヒット製品となった。さらにカラー

・テレビの新技術（クロマトロン方式）もまだ

成功していない（トリニトロン方式では成功し

たといわれる）。このために成長期から入ろう

としているカラー・テレビにいまだ参入して

いない。積極的に新しい決定をやればどうし

ても失敗は多くなる。もっとも消極的な企

業，低成長企業は「為すべき革新をやらな

い」という消極的な失敗をやっているのであ

るが。

　石油精製業において高い成長をした出光興

産も失敗をとがめない方針をとっている。出

光社長は次のように書いている23）。「平素か

ら真面目に熱心に全力を尽くしていて，そし

てなお失策をなすことは人間に当然あること

で，私自身がつねにこれを繰りかえしておる

のであります。一所懸命やった仕事が失敗に

終った場合は慰めてもらい，いたわってもら

いたいのであります。私はこれを責める気持

になれません。これを責めたならばその後の

仕事は責任逃れとなり，上すべりとなり，そ

の後の努力は中心をはずれて責任転稼の脇

道にそれるのであります。これに反し平素素

行も治まらず，執務も放漫であり無責任であ

りながら偶然に好結果を得たからとて，これ

を軽率に賞めてはなりません。むしろ再び僥

倖を期待し，かえって大なる失敗をなさぬよ

う，厳にこれを戒しめねばなりません。これ

を要するに，日常真摯に全力を尽くしておれ

ばよいので，結果にのみとらわれる必要はな

いのであります。」

　ではこの点についての実態調査の結果はど

うであるか。調査結果を分析したものが第7・

6表である。部門をスタフ部門（人事部門をと

る）と，　ライン部門（営業部門及び生産部門）

と，計画部門（計画部門，調査研究部門）とに
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第7・6表善意の失敗について，とがめる度合は部門によってことなっているか

ス
タ
フ

ラ
イ
ン

計
画
部
門

　人事に関する仕事では失1．

　　敗をとがめる大きさは

　　営業部門では失敗をとが
2．

　　める大きさは

　　生産部門では失敗をとが3．

　　める大きさは

　　計画部門では失敗をとが4．

　　める大きさは

　　調査・研究部門では失敗5．

　　をとがめる大きさは

大または中程度 小 さ い

高成長32腿成長23社比率ｫ定韻長32社1低厳23社比鷲養定

65．　6％

65．7

68．　7

62．5

50．0

52．2％

60．9

73．　9

34．8

17．4

1．00

2．03ee

2．4swee

21．9％

21．9

18’8

25．0

37．5

39．1％

30．4

17．4

56．5

73．9

1．39

0．71

2．8S÷e”）eee

2．67cece

（注）数字は企業の割合，会社が100％vaならないのは無回答の企業が若干あるため。

　　調査方法については（注8）を参照。

分けて調査した。この調査結果をみると，高

成長企業は，低成長企業に比べて，スタフ部

門でも，ライン部門でも善意の失敗をとがめ

る割合が大である。すなわち信賞必罰である。

このことは当然である。そして計画部門では

どうかというと，高成長企業では計画部門の

善意の失敗をとがめる企業の割合が圧倒的に

多い。これは高成長企業のほうが低成長企業

に比して失敗の自由が少なくしか認められて

いないことになる。この調査結果が，個別的

な観察による直観的な推定に反する傾向を示

しているのはなぜか。この理由は恐らく次の

点にある。

　高成長企業の計画部門は低成長企業に比し

て活動の質と量の水準が高く，創造的な仕事

が多い。このために失敗も多い。このために

その失敗を問題としてとりあげることが多い。

そしてそれが悪意の失敗であるか，または善

意のものであり避け難い失敗であったか否か

を検討することが多い。このことが高成長企

業で計画部門において，失敗をとがめること

の大きい，と回答する企業の割合が高い理由

であろう。しかし実際には，その失敗をとが

める比率は高くはないと考えられる。

　これに反して，低成長企業では新しい革新

は少なく，このために創造的な仕事も積極
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的に仕事をすることによる失敗も少ない（不

作為の失敗は多くても）。このために調査結果で

は失敗をとがめることが大きくないと回答さ

れていると考えられる。低成長企業では規則

や規定のかげにかくれて失敗をあえてやらな

いし，また不作為の失敗はあってもそれをと

がめることは困難である。

　失敗の自由は決して悪平等や年功制度と同

じではない。高成長企業は，信賞必罰をきび

しく行なっている。信賞必罰とは，行動の結

果が成功したものに対して昇進や給与の上で

利益を与えて，企業の利益と個人の利益と一

致するように誘因に変化を与えることである。

成功であったか否かは企業の目的から評価さ

れる。他方において失敗については，前述の

ようにその原因を追及し，怠慢や不正による

ものは不利を与えて罰する。しかし努力して

もなお起った失敗はこれを罰しない。これが

信賞必罰であり，それと対立するものは苛酷

すぎる罰や，また全く賞罰を行なわない悪平

等や年功制である。

　高成長企業では信賞必罰はその合言葉にな

っているところが多い。東洋レーヨンや松下

電器や日立製作所ではそれが強調されている。

これに反して低成長企業では，非常に専制的

リーダーシップのところでは，見つけられた
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第7・ワ表給与体系および給与の個人差

④
賃
金
体
系
⑧
個
人
差

1．年　功　的　賃　金
2・属人的な能力給や資格給

3．職務給と能力給の混用

4．職　　　　務　　　　給

5．職種給・仕事給

6．個人差はきびしい

7．個人差はきびしくない

イ昭和35年以前
繊長32社低成長23社1比率雛定

65．6％

21．9

12，5

6．3

0

12．5

75，0

73．9％

17．4

13．0

4．3

4．3

4．3

73．9

0．66

1．18

1．04

ロ昭和36年以後
高厳32社隙長23社1比率脇

28．1％

15．6

43，8

21．9

9．4

46．　9

43．　8

39．1％

34，8

26，1

26．1

　0

21，7

78．3

0．86

1．6sx

1．　35

1，15

1．92ee

2．56鰍

（注）　数字は会袴の割合．凋査方法については（注8）を参照．

失敗は強くとがめられ，上役によく追随し服

従するものは利益を受ける。このように公正

でない賞罰が行なわれ，それも過度にきびし

く行なわれることが多い。また放任的リーダ

ーシップで，無責任体制となっているところ

では，賞罰もあまり行なわれず，悪い意味で

の官僚主義的となっているところが多い。

　この点を賃金体系でみてみると第7・7表の

通りであって，低成長企業には，年功的賃金

の型をとるものが多い。高成長企業には，職

務給型のものが多く，とくに昭和36年以後に

は職務給と能力給との混用（職務・能力給）が

多い。また，職務給と能力給の混用と，職務

給と職種給（仕事給）との合計とをかりに職

務給の方向と名づけるならば，昭和35年以前

でも，昭和36年以後でも高成長企業は相対的

にこの職務給の方向に重点をおいている。高

成長企業は，昭和36年以後急速に広義の職務

給に転移している。年功給よりも職務給のほ

うが信賞必罰の体制に近いから，高成長企業

のほうがこの点をはっきりしているといえる。

　さらに，同じクラスのなかでの昇給の個人

差や，賃金支払の個人差（能率給的な）は第

7・7表にみるように，高成長企業のほうがき

びしく実施している。低成長企業のほうは個

人差がきびしくなく，70％以上の企業が悪平

等である。このことが創造性と生産性とを高

く維持できないという結果をもたらしている

と推定しうる。

　ここで1つの問題は，能力給と職務給との

使いわけである。定型部門は仕事の内容が明

瞭で標準化されやすい職務給が適する。これ

に反して，計画部門は仕事の内容が流動的で

あるから，職務給は困難であり，能力給（ま

たは資格給）が適する。そこで定型的な仕事

を行なっているライン部門と他の部門とに給

与の形態を使いわけることが望ましい。高成

長企業がこの点をどのように使いわけている

かはこの調査では不明であるが，高成長企業

に職務給よりも職務給と能力給の混用をして

いる企業の割合が多いのは，このような理由

によるからであろうか。

　他の1つの問題点は，創造的な組織におけ

る賞罰の内容であるが，計画や創造に従事す

る人達は，経済的な代償よりもむしろ創造的

な仕事自身にその満足の源泉を見出す。

　すなわち挑戦に値する仕事があるか，それ

によって自己の能力をフルに利用できるか否

か，自己の期待した創造的な成果が上ったか

否か，ということに大きな関心を持ってい

る。そしてそれが業績として企業に認められ

たり，また時には外部に発表して賞讃を受け

ることにやりがいを感ずる。経済的な代償は

しばしばその確認としての意味をもつ点で重

要になる。したがって上にあげた給与の形態

や個人差は，賞罰の手段としては限られた効

132



企業の成長と革新の調査　（H）

ゾ

果しか持っていないことを注意すべきであろ

う。そして高成長企業では革新的な仕事が多

くなり，挑戦的な仕事が多くなるから，全体

として満足の度合いが高まるという循環的な

関係がでてくる。反対に低成長企業ではそれ

が少なく，計画部門や研究部門は沈滞しがち

であり，それがまた企業の成長に悪影響を及

ぼすという悪循環を生ずる。

　さらに昇進についても同様のことが問題に

なる。創造的な人は，業績が上ったからとい

って，ラインの管理者に昇進したり，人を管

理する権限を持つことに興味をもつものでは

ない。そのような昇進は調査し研究する人の

能力を生かすことにならない。むしろ計画部

門のなかでの待遇が必要であり，このために

は資格制度や，また専門部長などのタイトル

が用いられよう。それらはできれば社会的に

通用し，ステイタス・シンボルとして理解さ

れやすいものであることが必要となる24）。

　4．創造的な人の充当

　計画部門が創造性の高い活動をするために

は，アイデアが豊富で，創造性の高い人を計

画部門に充当することが必要である。高い成

長をした企業には創造的な仕事が多く，その

ような人に魅力があり，自然と集まる場合も

多い。しかし常にそうなるとは言えず，意識

的にすぐれた人材を集めることが必要になる。

　創造性の高い人は，生産性を高める管理者

のタイプと同じではない。創造性の高い人は，

（イ）知識が豊富であり，（ロ）開放的な性格で，

（ハ）観察が鋭く，（二）とらわれないでアでデ

アを出し，他人に同調的でなく，（ホ）理論的，

審美的で，（へ）複雑な問題に挑戦することを

好む，等の特性をもっている25）。

　このような創造性の高い人を含めて，高成

長企業は人材の確保に重点をおいている。人

材の確保は創造性の高い人ばかりでなく，管

理についてもすぐれた能力をもっている人を

確保することをも意味する。人材の確保は，

（イ）外部から人材を調達すること。これは新

入社員と中途採用とを含めてである。（ロ）能

力主義人事を行ない，能力に応じて配置し，

また能力に応じて昇進すること。（ハ）能力の

向上をはかるために教育訓練を行なうこと，

等の内容を含む。高成長企業はこの3つに相

当の重点をおいている。調査の結果は第7・8

表の通りである。

5，定型的活動部門における官僚制的リーダー

　　シップと参加的リーダーシップ

　定型的な活動部門，とくに生産部門と販売

部門とにおいては，以上のような創造的なリ

ーダーシップではなく，標準化を進め，それ

を前提にして，実施について従業員の参加を

認める官僚制的かつ参加的リーダーシップを

用いる。計画部門と定型的活動部門とについ

て，リーダーシップの型を使いわけることが

必要である。

　官僚制的リーダーシップの特徴は，第1に

仕事の標準化を進め，それについての規則や

標準の体系の整備をすることである。例えば

第ワ・8表 人材の確保に重点をおいている企業の割合

（訂の施策のうち10位以内に入れていると考える企業の割合）

人　　材　　の　　確　　保

教　　　育　　　訓　　　練

昭　和　35年　以前 昭　和36年以後
高成長32社！低成長23社比鷲養定献長32社隙長23社i比率ll養定

28．1％

28．1

13．0％

30，4

1．34 34．4％

46．9

’21．7％

43．5

1。02

（注）　数字は企業の割合，調査方法にっいては（注8）を参照．
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品質管理についてスタフが研究し，その実施

方法をきめ，各生産部門に，それに適する品

質管理の方法を定めて実施せしめる。品質管

理を実施するか否かは原価の低減（不良品を

減少することによって）と品質の安定とに大き

な差異を生ずる。同様に生産方法については

生産のマニュアルを定め，またセ～ルス・マ

ンのための行動規準をきめる。中小企業はま

ずこのような標準化を進めることから始める。

　第2に，上のような標準化を進めた上で，

従業員に実際に品質改善の意見を求めるのが

参加的リーダーシップである。最初から品質

管理の全体についてアイデアを求めるのでな

く，この点で創造的リーダーシップの新しい

アイデアを求めるやり方と異なっている。

　そこではまず手続や標準に従い，生産性を

上げることが必要であり，生産性を犠牲にし

ていろいろのアイデアを出すことは必ずしも

歓迎されない。

　第3に標準に照らし，短期的な成果に基づ

いて賞罰が行なわれる。それはタイトな組織

である。そこでは失敗の自由は強調されず，

無欠点運動（Zero　Defects）が進められる。

　定型的な部門においては仕事に興味を見出

すことは困難であるから，できるだけ改善意

見を出させ，参加の体制を進めて，仕事の関

心や興味を盛り上げることが必要である。し

かしそれと同時に，代償的な報償としての賃

金が重要な役割を果す計画部門では興味ある

仕事が大ぎな魅力となるに反して，定型部門

第7・9表

では代償的報償が重要である。

　第4に能力としては，人を使う管理能力や，

人と協調性のある人が重視される。管理者と

してはアイデア・マンであるよりも部隊長タ

イプの人がこれに適する。従業員としては定

められた仕事を従順に繰り返す人が求められ

る。そして協同作業をするために協調性が重

視される。

　このような官僚制的，参加的リーダーシッ

プによって定型部門の生産性を高くすること

は高い成長をするために必要である。それは

計画部門に対する創造的リーダーシップと相

伴うものであり，両者は車の両輪である。

　したがって高成長企業は標準化を進め，官

僚制を確立することをも進めている。この点

について調査したものが第7・9表である。こ

の表は官僚制のすべての点を網羅していない

が，その若干の点について調査したものであ

り，大体の傾向を知りうる。これによると高

成長企業は，「全体としての組織の近代化」，

「予算制度の改善」，「労使関係の改善」など

に力を入れている。しかし，低成長企業もこ

れらの点に力を入れており，他の項目につい

てはむしろ低成長企業のほうが重点をおいて

いる。つまり低成長企業は定型的な活動部門

の生産性の向上には相当に重点をおいてい

る。これはのちに生産管理にみるように，低

成長企業はマーケティングよりも生産管理に

重点をおいていることによっても知ることが

できる。このことは，生産性を上げるだけで

定型的活動の管理の重点のおき方の例

（37の施策のうち，10位以内に下記項目を入れている企業の割合）

1．全体としての組織の近代化

2．権限委譲や参加的な経営推進

3，稟議制度の改善
4．予算制度の改善
5．労使関係の改善

昭　和　35年以前
高蕨32碓成長23社1比率鑛定

31．3％

3．1

9．4

43．8

46．9

17．4％

8．7

34．8

52．2

43．5

1．17

0．　90

2．　32ac

O．62

昭　和　36年以　後
高成長32社1低成長23社1比率薇定

43．8％

18．8

12．　5

34．4

28．1

56．5％

26．1

30．4

30．4

43．5

0．93

0．65

1，64条

1．18

（注）数字は会社の割合．調査の方法については（注8）を参照．
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第8・1表 重点をおいてきたマーケティング戦略
（37の施策のうち，次の項目を10位以内とする企業の割合）

査
善
善
上
進
化
化

　
改
　
向

　
ゆ
改
の
強
列

　
イ調
轡
購
促
押

場
引
政
口
叩
売
経
者

　
デ
　
の

鷲
品
売
費

市
製
価
製
販
販
消

1
　
2
　
3
　
4
卿
b
ρ
0
　
7

晒和35年以前
融長32社低成長23社比率8養定

15．6％

9．4

12．5

40．6

43．8

34．4

0

4．　3％

0

4．3

34．　8

34．8

17．4

0

1．33

1．15

1．04

0．67

1．40

昭　和　36年以後
高成長32雌成長・・tr1比擁定

12．5％

6．3

18．8

53。1

40．6

46．9

0

21．7％

4．3

13．0

43，5

60．　9

43．5

0

0．91

0．57

0．70

1．49

（注）数字は会社の割合，調査の方法については（注8）を参照．

　第8・2表市場調査の有無（昭和36年）　　　　　イーのアイデアを評価するために市場調査を

扁『へ＼＼隔繋隔謄1砦『灘
はっきり市場調査と
呼べるものを行なっ
ていない

10．9％ 21．1％ 1，29

　注　数字は会社の割合．

　　　調査の方法については（注9）を参照．

は高い成長をすることはできないことを示し

ている。

8．マーケティング，および生産計画

　8・1マーケティング戦略

　成長企業のマーケティング戦略の特色はど

のようなものであったか。

（1）　市場調査の童視

　高い成長をした企業は比較的早くから市場

調査を重視し，市場指向的な経営を行なって

きた（第8・1表，および第8・2表参照）。これに反

して，低成長企業は生産指向的であり，市場の

要求に合わせてマーケティング活動を行なう

といったことをしなかった。そして売上が

のびないで停滞しはじめるや，昭和36年以後

は市場調査を強化するという手を打っている

（第8・1表参照，刺激反応型の行動をとったといえ

る）。市場調査に力を入れている会社の実例と

しては，次のような例がある。

　ライオン歯磨は日本茶のインスタント・テ

行なったが，日本茶はすでにインスタント食

品であり，その効用の差がコストの差に比し

て小さいことがわかったので発売を中止した。

また子供用の歯磨の発売にあたり，市場調査

によって児童が漫画に興味をもつものである

ことを見出し，それに結びつけて商品化を行

なった。また男性用整髪料バイタリスを発売

するにあたっては，綿密な市場調査を行ない，

男性用の整髪料特性，外国品に対するイメー

ジ，商品テストなどについて情報を集めたと

ころ，新製品に対して否定的な反応が多かっ

た。しかしその調査結果にそのまま従うこと

なく，むしろそれを克服する方法を研究して，

計画をたてて発売し，大きな成功をおさめた。

このようにライオン歯磨は常に市場調査を重

視し，それを参考にして新製品の開発や商品

化を行なって大きな成長をおさめた。

　（2）　価格と品質との改善

　高成長企業は価格政策の改善に重点をおい

てきた。すなわち乱売を避け，価格の維持に

重点をおいてきた。このためには製品の差別

化を行ない，品質を他社よりも少し高い水準

において，価格競争を避ける。このような競

争を非価格競争，または独占的競争と呼ぶが，

高成長企業の多くはこのような政策をとって

きた。
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第8・3表　製品の価格決定の方法（昭和36年）

一」敲長46社低成長32社i比率鑛定
1
2
n
O
4
5

原缶に一定の利益率を加算

原価プラスー定の利益率，利益率は市場条件を考慮

市場条件を参考

市場価格にそのまま従う

協定による

10．9％

69．6

6．5

8．7

4．3

7．7％

51，3

5．1

30．　8

5．1

1．73ac

2．60ac＊

（注）数字は会社の割合．調査方法については（注9）を参照．

第8・4表販売促進費の売上に占める割合

項　目

販売促進費の売上高に占める割合

昭　和　35年以　前

高成長低成剣噸定
6．7％
（7．6％）

2．6％
（2．6％）

2．13＊

昭　和36年以　降

高成長1低成長レ髄
7。8％
（8．2％）

3．1％
（3．0％）

2．26＊＊

（注）　カッコ内は企業間の標準偏差．調査方法については（注8）を参照．

　その典型的な例として資生堂やブリジスト

ンをあげることができる。両者とも常に競争

品よりも高い価格で売っているが，それを支

えるために販売組織の系列化を行ない，また

品質を宣伝している。この方針はしかしなが

ら第8・1表でみる通り，低成長企業もまた力を

入れてきたことであり，したがって高成長企、

業と低成長企業とを区別することにならない。

　しかし別の調査によると，両者の間に若干

の区別が認められる。それは価格政策につい

てであり，第8・3表にみるように高成長企業

ではコスト・プラス法に基づいて価格を決め

ている企業が比較的多く，低成長企業では市

場価格にしたがって価格を設定することが多

いo

　コスF・プラス法に基づいて価格を決める

ことができるためには，製品の差別化が行な

われて，非価格競争によって競争を行ないう

る状態であることを前提とする。差別化のう

ちもっとも重要であるのは，品質がすぐれて

いることである。これに反して，低成長企業

は製品の差別化を行なわず，価格競争に頼る

ことが多かった。市場価格にそのまま従うの

は，製品の差別化が行なわれていないからで

ある。この場合には，他社の価格を参考にし

136

て自社の価格を設定すること，

競争に頼らざるをえない。

すなわち価格

　（3）販売促進

　高成長企業は販売促進に力を入れており，

販売促進費の割合が多い。第8・1表では，両

者の間にそれほどの差異はないが，売上高に

占める割合によって比べてみると，第8・4表

のようになっている。

　このように高成長企業は販売促進費の割合

が多く，低成長企業に比べて相当にはっきり

した差異がある。

　（4）販売経路の強化

　高成長企業は販売経路の強化に早くから手

をつけている。販売経路の強化については次

のような方策がある。

　イ．直売網の整備　ロ．専属的販売経路政

策　ハ．選択的販売経路政策　二．開放的販

売経路政策

　これらのうち，もっとも強力であるのはイ

とロである。しかも，もっとも費用のかかる

のもイとロであり，結局費用と効果とからみ

て，専属的販売経路政策と選択的販売経路政

策とがもっとも一般的に用いられる経路政策
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第8・5表 生産管理のうち重点をおいてきた施策
（37の施策のうち，次の項目を10位以内と考える企業の割合）

　
ゆ
　
　
　
　
り
　
　

　
備
　
　
　
注
集
　
リ

設
設
品
在
外
の
エ
バ
原
0

1
2
3
4
5
6
7
8
9

昭　和　35年　以　前

敲長32社防長23社比率篠

53．1％

46．9

43．8

9，4

3．1

6．3

6．3

43．8

0

56．5％

56．5

56．5

4．3

0

8．7

0

34．8

4．3

0．70

0．　93

0．72

0．85

1．23

0．67

1．18

昭　和　36年　以　後

高成長32社防長23社1比率鑛定

53．1％

62．　5

28．1

9．4

9．4

6．3

31．3

21．9

3．1

65，2％

60．　9

26．1

4．3

13．0

4．3

8．7

26．1

0

O．90

0，72

2．00＊

0．85

（注）数字は会社の割合．調査の方法については（注8）を参照．

であることになる。

　販売経路の強化は，非価格競争の武器であ

り，それによって自社製品を強力に売り込み，

価格競争を避けることができる。また販売組

織が系列化されていることによって耐久消費

財のアフター・サービスに万全を期すること

ができる。高成長企業は，第8・1表にみるよ

うに，販売経路の強化に重点をおいている。

（低成長企業は後半になって重点をおきはじめた）。

このことは，価格政策において，独自の価格

をきめて市場価格には単純に追随していない

ことと関連があるといえる。

8・2　生産管理

　生産管理において高成長企業が重点をおい

てきた項目は第8・5表の通りである。

　これによると，設備の近代化，設備の拡張，

品質管理，原価管理，などに重点がおかれて

いる。さらに昭和36年以降になると，バリュ

ー・アナリシスと電子計算機の利用とが重視

されてきている。

　生産管理において興味あるのは，高成長企

業と低成長企業との間にそれほど差異がない，

ということである。バリュー・アナリシスの

利用において差異があるが，これは後半にな

ってからである。

　これは，生産管理の手法はすでに早くから

開発されており，低成長企業も研究し，応用

していることにその理由があろう。しかしも

っと重要であるのは，低成長企業は市場指向

でなく，生産指向的であるために，生産管理

に力を入れているとみることができる。

　いずれにせよ，生産管理についてはすでに

どの企業も研究し改善を進めており，生産管

理のみの改善によって高い成長をすることは

困難である。むしろ新製品開発などの革新や，

マーケティング戦略の改善によるほうが，企

業の成長のためには大きな効果があったので

ある。

　8）　この調査は，わが国の主要企業における組

　織と意思決定について調査するために，昭和43

　年5月に主要上場会社998社に郵送質問紙が行

　なわれ，206社（回収率20．7％）から回答が得

　られた。この回答会社のなかから，さらに昭和

　30年から40年に亘って，高い成長をした32社

　と，低い成長をした23社とを選び出して両者を

　対比させたものである。この場合に，同じ業種

　のなかから対応させて選び出すことによって，

　外的要因たる業種の差を排除するようにした。

　その社名は次のようである。（表は次頁）

　9）　この調査は，昭和36年に，わが国企業の市

　場競争と企業の行動を調査するために，経済同

　友会が宮下，諸井，大沢，岡本の諸教授の企
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〈注8の表〉

高成 長認社　　　1 低　成　長 23社

大　　同　　染　　工 帝国ピス　トリング 日　　東　　紡　　績 明　　　　電　　　　舎

倉　　敷　　紡　　績 豊　　田　　工　　機 東　京麻　糸　紡績 新　　家　　工　　業

大　昭　和　製　紙 日　立　製　作　所 中　　央　　毛　　織 関　東　特　殊　製　鋼

大　日　本　塗　料 横河電機製作所 日本パルプ工業 東洋アルミニウム
大　阪　酸　素　工　業 東　京　芝　浦　電気 東亜合成化学工業 那　須　電　機鉄　工

ラ　イ　オ　ン　油　脂 日　　本　　電　　気 東　洋　高　圧　工　業 岡野バルブ製造
堺　化　学　工　業 石川島播磨重工 日　産　化学　工　業 日　本　飛　行　機
積　水　化　学　工　業 日　産　自　動　車 大　　阪　　曹　　達

ラ　イ　オ　ン　歯　磨 東　　洋　　工　　業 日　　本　　化　　薬

日　本　ペ　イ　ン　ト 小　糸　製　作　所 保土谷化学工業
信　越　化　学　工　業 萱　　場　　工　　業 日　本　セ　メ　ン　ト

協　和　醗酵　工　業 オリンパス光学 ノ」、野田　セ　メ　ン　ト

日本ヒ　ュ　ーム管 キャノ　ン　カ　メ　ラ 東　　芝　　製　　鋼

久　保　田　鉄　工 ワ　　　コ　　　ー　　　ル 石　井　鉄　工　所
住　友　金　属　工　業 日　　本　　鉱　　業 豊　　和　　工　　業

日　　本　　精　　機 不　ニ　　サ　　ッ　シ 東　　光　　電　　気

低成長39社

〈注9の表〉

高成長46社
三　　菱　　石　　油 富士通信機製造 帝　　国　　石　　油 芝　　浦　　精　　糖

信　越　化　学　工　業 東　京　芝　浦　電　気 東　洋　曹　達　工　業 台　　　　　　　　糖

住　友　化　学　工　業 日　立　製　作　所 日　産　化　学　工　業 日　　新　　製　　糖

三　菱　化　成　工　業 東　　洋　　工　　業 日　本　カ　ーリット 興　　和　　紡　　績

資　　　　生　　　　堂 トヨタ自動車工業 日　　本　　曹　　達 第　　一　　紡　　績

大日本イ　ンキ製造 日　産　自　動　車 保土谷化学工業 東　邦　レ　ー　ヨ　ン

ラ　　イ　　オ　　ン　　油　　脂 極　　洋　　捕　　鯨 第　一工　業　製　薬 東　　洋　　紡　　績

田　　辺　　製　　薬 大、　洋　　漁　　業 大　津　ゴ　ム　工　業 日　　東　　紡　　績

武　田　薬　品　工　業 日　　本　　水　　産 大　機　ゴ　ム　工　業 西　日　本　紡　績
久　保　田　鉄　工 明　　治　　製　　菓 東洋リノ　リューム 東　京　麻　糸　紡　績

栗　本　鉄　工　所 明　　治　　乳　　業 鉄　　　　興　　　　社 巾　　央　　毛　　織

大　　同　　製　　鋼 旭　化　成　工　業 日　本　冶　金工　業 大　　東　　紡　　織

日本ステ　ン　レス 倉敷　レ　ー　ヨ　ン 大阪チタニウム製造 日　本　セ　メ　ン　ト

三　　菱　　製　　鋼 鐘　　淵　　紡　　績 日本アルミニゥム工業 国策パルプ工業
荏　原　製　作　所 帝　国　入　造　絹　縣 大　　阪　　機　　工 十　　条　　製　　紙

河合楽器製作所 東　洋　レ　ー　ヨ　ン 明　　治　　機　　械 北　日　本　製　紙
住　友機　械　工　業 三　菱　レ　ー　ヨ　ン 愛　知　時　計電機
椿本チェーン製作所 内　　外　　編　　物 昭　和　電線　電　績

豊　　田　　工　　機 大阪窯業セメント タ　ツ　タ　電　線
日　　立　　精　　機 東　　洋　　陶　　器 日　　新　　電　　機

シ　チ　ズ　ン　時　計 大　日　本　印　刷 八　　欧　　電　　気

沖　電　気　工　業 大日本セロファン 富　士　自　動　車
大　　日　　電　　線 東　洋　パ　ル　プ 合　　同　　酒　　精

上のようである。

10）経済同友会の昭和35年に行なった調査の分

析結果によると，長期経営計画のなかで，提携

強化の計画をたてている企業は，高成長22社で

は38．1％，低成長20社では26．　7％となっている。

　この調査は，経済同友会がわが国のトップ・

画のもとに行なったアンケート調査で，主とし

て上場会社を対象に，1231社に郵送し，436社（回

収率35．5％）から回答を得ている。このなかか

ら，筆者はさらに，高成長46社，低成長39社を

業種を対応させて選び出し，両者を比較するた

めに分析したものである。その会社のリストは
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を参照。

16）官僚制についてはMax　Weber：Soziol・

ogie　der　Herrschaft，1921，世良晃志郎訳『支

配の社会学』またF．Taylor：Principles　of

Scientific　Management（1911）．

17）　F．Taylor：op．　cit．

18）Roethlisberger＆Dickson：Management

＆the　Worker（1939）．

19）　L．Lickert：The　Human　Organization

（1967），D．　McGregor：The　Human　Side　of

Enterprise（1960）．

20）注14を参照，

21）　Levitt：Creativity　is　not　Enough，　Havard

Business　Review，　May．June，1963．

22）　G．Steiner　ed．，　oP．　cit．，　chap．10．

23）　出光興産『人間尊重の事業経営』　（昭和37

年）40頁。

24）　G．Steiner　ed．，　op．　ciL，　Introduction．

25）河野r経営計画の理論』　（昭和41年）第5

章またG．Steiner　ed．，　op．　cit．，　lntroduction．

マネジメントの組織と機能を調査するために，

昭和35年に郵送質問紙法によって調査したもの

である。上場会社495社に発送し，200社（回収

率40．4％）から回答を得ている。この200社の

うち，さらに業種を対応させながら高成長22社

と低成長20社を選び両者を比較したものである。

その会社のリストは次のようである。
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11）河野豊弘編r長期経営計画の実例』　（昭和

42年）第6章。

12）筆者が昭和42年に行なった21社についての

実態調査にもとつく。

13）　リコーについて筆者の行なった実態調査の

結果については，雑誌『近代経営』昭和42年7

月号を参照。

14）昭和42年5月に製品計画の調査のために行

なわれたもので，第3次産業を除いた834社に

発送し，211社（回収率25．3％）から回答を得

たもの。このなかから，さらに高成長30社と低

成長10社を業種を対応させながら抜き出して比

較したもの。

15）　タイミングについては，河野r経営計画の

理論』（昭和42年）第3章，G．　Steiner：The

Creative　Organization（1965），　chap．8など
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